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概要書 
 
 病院の運営主体は全体の 66.2%が医療法人であり、医療法を根拠法にもつ。病院を取り
巻く環境は医療費の負担割合が高い高齢者(65 歳以上)人口の増加・2006 年を頂点とし日本
国内総人口の減尐を背景とした尐子高齢化により、総所得における国民医療費割合は約 9％
に達し 20 年前の約 2 倍に増加、国民医療自体は 2038 年(H50 年)には 50 兆に達するであろ
うと言われている。 
 政府側は将来の国民医療費の増加を睨み、２年に一度の診療報酬改定により急性期病院
を中心とした生命に関わる高度な治療については診療報酬点数を増加させているが、慢性
期を中心とした高齢者向け治療・社会的入院等についての診療報酬点数は減尐傾向の方針。
特に 2006 年の診療報酬・薬価改定時には診療報酬・薬価含め‐3.16％と過去最大のマイナ
ス改定となり、翌年には民間医療法人を中心とした病院(病床 20 床以上)の法的整理(年間 18
件・対前年比 3.6 倍)と増加を引き起こしている。一方病院側は医師・看護師の有資格者数
が徐々に増加している中、業績の悪化、大手医療法人を中心とした病床許可増床を目的と
した統合等で 100床以上の病院数は増加、比較的小規模である 50床以下の病院数は激減し、
業界の２極化を引き起こしている。 
 医療法は医療法人に対して、理事長の医師要件・社員要件・配当禁止・持分制等の規制
を課しており、事業運営に多大な影響を与えている。この中で病院側は診療と病院不動産
の所有を分離するメディカル・サービス法人を活用した病院経営を主流としている。これ
らの法制度は医療行為を行う医療法人の経営を安定的に運営させる事を目的にしたもので
あるが、同時に外部の投資家・金融機関・再生プレイヤーにとっては病院経営への関与を
遮断する要因となっておりファイナンスの領域まで影響を与えている。 
 このような状況において近年地方病院を中心とした医療破綻が叫ばれている。現在、病
院の倒産・再生事例に関する研究は尐なく、制度上情報開示についても十分な状況ではな
い。倒産データを検証する中で病院・歯科・診療所における事業所件数対比において、病
院の民事再生件数割合が突出している状況が把握できる。筆者は病院の倒産・再生の局面
において早期の私的整理への移行を阻害する何らかの非効率性が発生しているのではない
かという仮説の基、民事再生法が施行された 2000 年以降公表されている法的整理(破産・
民事再生)を行った申立代理人・管財人に対して、破産手続き開始申立書・再生計画案の提
出依頼を目的としたアプローチを行った。取得できたデータの中で破産(事業停止・事業再
開)・民事再生法(再建型事業再編無・再建型事業再編行為有・清算型事業再編行為有)のタ
イプに分類分け、各取組における概要をケース・スタディの形で分析した。また各事例・
取組において病院特有に存在する論点を破産事例・民事再生事例に分けて筆者の見解を記
載している。 
 また多角的に法的整理を検証する為、比較対象として国の許可法人として設立された株
式会社 企業再生支援機構による病院の私的整理取組を比較対象として３つの事例につい
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て分析を行っている。ただし掲社私的整理の取組は通常各金融機関で行われている私的整
理の事例の一部であり、かつ特殊な取り組みである。したがって、病院再生取組における
限定的な比較対象とした上での検証である事を事前に記載しておきたい。 
各分析により民事再生法については立法趣旨に基づき、前経営者が引き続き事業継続を
行っているのに対し、企業再生支援機構における私的整理においては結果として、経営者
交代を比較的厳粛に行なっている傾向がある点・比較的簡易なスキーム(事業譲渡)にて再生
が完了する取組においても、法的整理(破産・民事再生)を活用し事業譲渡を行っている事例
が存在する点が浮かびあがる。 
 筆者として上記論点は現状の法体系の基、病院の私的整理を中心とした早期ステージで
の病院再生取組が進展しない要因の一つであると考えている。仮に病院が自主的に事業譲
渡を活用した病院再建を自発的に望んだとしても、通常再生局面で活用されている事業譲
渡に際して行政の関与(許認可)が存在する。また会社更生法対象外であり、かつ病院の民事
再生計画が過去１件しか否決されていない破産へ移行する可能性が低い状況を踏まえると、
病院経営者は私的整理よりも法的整理を行った方が経営者として残れる可能性が高い事実
は、病院の自主的な早期再生のインセンティブを妨げる要因となっているのではないだろ
うか。 
現在の倒産法制において今後、事業継続を前提とした早期段階でのスムーズな病院再生
を活発化させるには、私的整理の更なる環境整備が必要であると考えている。また近年の
株式会社企業再生支援機構の私的整理における病院取組実績については注目すべき点も多
く、公正な第三者としての「私的整理においてニューマネーを提供可能とした仕組みづく
り」・「機構とメインバンクの再生への協調姿勢」については現在施行されている事業再生
ADR 手続きにおいても同様の効果を提供する事が可能であり、病院再生取組においても今
後活用してゆくべきであろうと考える。 
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第１章 開題 
第１節 研究の背景 
筆者は、生命保険会社を経て現在ノンバンクの医療・介護（以下ヘルスケア部門）のフ
ァイナンス専門セクションにて多角的金融サービス事業を生業としている。金融機関にお
いてヘルスケア専門のセクションを設置している企業は珍しく、恐らくその中でも純粋な
ファイナンスだけでなく事業者よりに軸足を置いて金融ビジネスを行っている企業の一つ
であろう。特に民間の医療法人を中心とした病院向けファイナンス事業においては医療機
器を中心としたリース・レンタルから短期的な季節性運転資金・多額の設備投資に対する
建築資金・メインバンクの債権買取り・リファイナンスを中心とした再生資金融資等業務
は多岐にわたる。近年は 2010 年施行の金融円滑化法の停止を睨んだ銀行や約 4～5 年前の
新興ファンドの立ち上げ・外資系投資銀行を中心とした債権投資の活性化時期にメインバ
ンクから債権を買い取った外資系サービサーの出口となるリファイナンス案件の引合いも
尐しずつではあるが増加してきている。 
筆者の数尐ない経験の中であるが、そこで発生している債権者・債務者間のやりとりを
見る中で、医療法統制下の医療法人の器としての特殊性、また事業の特殊性が債権者・債
務者の交渉の場で不透明感を生んでいるという点に疑問が湧いた。公的な医療サービスを
提供しているという大義名分・医師しか患者に医療サービスを提供できないという制度・
医療法人の理事長には医師しかなれない仕組み・病院不動産の清算価値が低い等の複合的
な理由がその背景にあると考えているが、危機に瀕した債権者・債務者双方で今後どのよ
うな方向へ進むべきか、また具体的にどのような再生手段が良いか不明瞭なまま交渉にの
ぞみ、時間だけを浪費し企業価値を下落させている状況を経験してきた。債権者側は、医
師しか収益を生み出せない事業体である病院に対して理事長の経営者責任を追及してよい
のか、また財務的なイベントである債務放棄を行うにあたってもどれくらいの金額が適正
水準なのか、法的整理における風評リスクについてどれほど甚大か等悩みは尽きない。 
一方債務者側は、メインバンクに大幅な債務免除・減免を要求しているが手探りの状態
であり、再建計画を作るにも経営者として何をしてよいか分からない。このような状況に
おいて、現在の病院倒産についての事例・再生時のイベントとなりえる法的整理を中心と
した民事再生事例についてアプローチする事により現在の病院倒産実態を把握したい。 
筆者としては現在の医療法人の倒産・再生局面にフォーカスを当て、病院とメインバン
クを中心とした債権者交渉において、どのような判断に基づいて再生される病院・再生さ
れない病院の判断が行われているか、またどのような判断にもとづいて経営者交代・適正
債務を算出しているか等を中心に分析してゆきたい。筆者の数尐ない経験による分析であ
るが、日本国内の真摯に経営を行っている病院の将来・病院向けに取引をおこなっている
関係者の目に触れ、今後の日本における医療の成長の一躍を担えば幸いである。 
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第２節 研究の意義 
当該論文の意義としては２点が挙げられる。１点目は病院にフォーカスした倒産研究の
特殊性からの意義、２点目は地方の金融機関を中心とし病院倒産データが不足している事
により進展しなかった再生事例において本論文が一つの材料として今後の判断材料の一つ
に活用されることの意義である。 
前者においては、従来 経済学からの視点・金融論からの視点・事業再生からの視点等
倒産事例の研究においては比較的データの取得しやすい株式会社を中心とした会社更生法
をベースにしたケース・スタディや会社更生法・民事再生法を法的な側面からの存在意義
についてアプローチした論文が大半であった。その理由として私的整理や民事再生に関す
るデータは基本的に公開されない事によると推定される。当然会社更生法を申請できない
民間医療法人は現状の研究対象から除外されてしまっている。また民事再生法を踏まえた
倒産法制の整備に対する動きは近年の動きであり、一般の営利法人と公益法人は当然同じ
フィールドで議論はされず、医療法人のみにフォーカスを当て限定的に研究する事例も無
かった。病院の倒産・再生についても若干記載がある論文も存在するが、実際の経営デー
タ・再生計画案を活用した論文は筆者の知る限り存在していない。 
上記の視点から民事再生法施行後約 11 年が経つ現時点で病院の破産・民事再生事例のみ
をターゲットを絞った研究を行う事は、今後の医療法人のあり方・病院における倒産法制
の将来を考えるにあたり有意義であると考えている。 
後者の問題は、前者よりもさらに深刻である。筆者は各地方の金融機関と協調融資案件
等を進める機会に数多く恵まれたが、日本の GDP の約 8.5％の資金が流れている医療分野
を専門としたヘルスケアのセクターを専任担当で設置している地方金融機関の尐なさに驚
かされる事が多かった。理由としては低金利貸付が常識となっている医療業界を限定して
担当するだけでは社内における収益目標を継続的に達成できない為、チーム運営を維持で
きない事が理由と考える。時には大型設備投資等により収益を計上できる年度もあるが病
院自体、多店舗展開する業種ではない為、資金取引量が安定しない。また医療＝社会イン
フラ＝株式会社と異なる特殊な聖域としての認識が、エコノミクスを判断基準としている
金融機関にとっては理解しづらい領域であったのも事実であろう。 
しかし今後高齢化社会が目前にひかえ、日本国内において数尐ない拡大する有望マーケ
ットといわれている医療分野において、金融機関側の内部構造的な理由でノウハウが蓄積
されず本来資金供給可能な病院・事業再生が可能な病院に対して、悪影響を及ぼす事があ
ってはならない。 
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第２章 医療業界分析 
第１節 医療業界の現状 
第１項 病院の定義と病床種別について 
様々な運営主体で営まれる病院は、医療法（昭和 23 年施行・最終改正平成 18 年）によ
り定められており、その事業を開始するには都道府県知事の許可が必要となる。運営主体
として地域の基幹急性期医療を受け持つ国立大学系・県立・市立等の公的な機関を主体と
したものから学校法人が主体となった私立系・財閥を中心とした株式会社を主体としたも
のまで様々であるが、全国 8,634 件(2011 年 5 月末時点)ある病院の内 66.2％は医療法人社
団といわれる営利主体が大多数を占めている（運営主体による区分は図表 2-1-1-1 記載）。 
また、医療法人は大きく分けて社団と財団の２種類で構成され、社団は人が社員になる事
により設立され、財団は人が一定の目的に資するために財産を寄付する事により設立され
ることになる。さらに医療法人社団は持分の定めのあるものとないものに分類される。現
在の医療法（平成 19 年 4 月施行）下では、持分のない法人しか設立できない事となってい
る。 
 病院の定義として医療法(1 条の 5)上「病院とは、医師又は歯科医師が、公衆又は特定多
数人のため医業又は歯科医業を行う場所であって、20 人以上の患者を入院させるための施
設を有するものをいう。」とされている。各病床は下記図表 2-1-1-2 の区分に分類されてお
り、厚生労働省による総量規制の対象となっている。エリア毎の許可病床においては都市
部を中心に飽和傾向となっており、病院側だけの意思により自由に病院を設立する事はで
きない構造となっている。 
したがって総量規制の対象となっている病床自体を保有し、都道府県知事の許可を受け
た医療法人格は既得権益が発生する為 大手病院グループが自らの病院の増床を増床する
事を目的に弱小医療法人に対して M&A を繰り返す構図がある。 
図 2-１-１-１ 運営主体別施設・病床数 
区分 運営主体 病院 施設数 病床数 
公的 国 国立大学病院 230 件(2.6％) 117,011 床(7.3％) 
公的 県立病院 県立病院 224 件(2.5％) 59,773 床(3.7％) 
公的 市立病院 市立病院 686 件(7.9％) 148,915 床(9.3％) 
公的 社会福祉法人 病院 186 件(2.1％) 33,082 床(2.0％) 
民営 学校法人 私立病院 110 件(1.2％) 55,798 床(3.5％) 
民営 医療法人 病院 5,721 件(66.2％) 852,730 床(53.6％) 
その他 厚生連・日赤等  1,477 件(17.1％) 322,142 床(20.2％) 
合計   8,634 件(100％) 1,589,451 床(100％) 
出所：医療施設動態調査(H23 年 5 末),厚生労働省データ抜粋により筆者作成 
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図 2-1-1-2 病床の種別 
病床種類 役割 病床数 必要施設 
一般病床 下記以外の入院施設 902,370 床(56.8％) 手術室・処置室・臨
床検査室等 
療養病床 長期療養患者の入院施設 331,570 床(20.9％) 機能訓練室・浴室・
談話室等 
精神病床 精神疾患患者の入院施設 345,870 床(21.7％) 精神疾患特性を踏ま
えた患者保護施設 
感染症病床 感染療法に規定する感染
症患者の入院施設 
1,790 床(0.1％) 機械換気施設・感染
予防の為の遮断 
結核病床 結核患者の入院施設 7,914 床(0.5％) 機械換気施設・感染
予防の為の遮断 
合計  1,589,451 床(100％)  
出所：医療施設動態調査(H23 年 5 末),厚生労働省データ抜粋により筆者作成 
上記のように病床は５種類の種別に分類されており、病院は行政からの許可取得病床毎に
受け入れる事が可能な患者が決まっている。ゆえに病院は各地域において許可された病床
に応じた診療・患者受け入れを行う事が大前提となる。行政側からすると許可病床の種別・
病床数をコントロールする事により各地域における患者の受け入れ体制を調整する事とな
る。 
第２項 業界動向 
（１） 医療サービスの需要動向 
 まずは病院の顧客となる患者が医療サービスにかかる年齢構成から業界における自然発
生需要を見てゆきたい。下記は個人の年齢における負担医療費をグラフにしたものである。
自明の事であるが 45 歳を超えたあたりから医療費負担は増加し、75 歳～79 歳をピークと
するまで医療費の負担は増加する。その後 80 歳を超えるあたりから費用は低下する。 
 
図 2-1-2-1 生涯医療費について 
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出所：平成 20 年 厚生労働白書データから筆者作成 
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次に下記図から総人口に占める高齢者(65 歳)以上の割合を見てゆきたい。日本国内 
の総人口は 2006（H18 年）をピークとして右肩下がりに減尐してゆくのに比例し、64 歳
以下の人口は減尐していく予想となっているが、65 歳以上人口は昭和 20 年～21 年頃から
右肩あがりに増加している。 
図 2-1-2-2 総人口に占める高齢者割合 
 
出所：厚生局ホームページからの抜粋 
 
図 2-1-2-1･図 2-1-2-2を踏まえた上で次に政府側の国民皆保険における国民医療費と対国
民所得比を確認したい。 
 
図 2-1-2-3 国民医療費と対国民所得比 
 
出所：厚生労働省ホームページからの抜粋 
図 2-1-2-3 をみると現在までの国民医療費の推移が把握できる H18 年度での国民医療費
は約 33 兆円・対国民所得比率は約 9.0％を占めている。20 年前との実額ベースで約２倍・
国民所得比較で約 3％の増加である。今後 H50 年までには国民医療費は現在のペースで推
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移すると約 50 兆円まで拡大するといわれている。この財政支出拡大に対して、現在日本国
政府は直接的施策として患者の自己負担割合を含めた診療報酬体系(単価)、病院数や経営の
効率化をベースにして急激に増加する国民医療費を抑制させようとしている。下記図
2-1-2-4 は近年（1996 年-2010 年）の診療報酬の推移を記載している。診療報酬は医療本体
の点数と薬剤等の薬価差益に分けられる。医療本体は 2000 年の診療報酬改定から 2008 年
までゼロもしくはマイナス改定・薬価差益は 1996 年-2010 年まで約 14 年間連続マイナス
改定となっている。 
具体的内容については当該論文においては省略するが、医療本体については高度な治療
についての診療報酬点数は上昇傾向（脳外科・循環器等）が高く、軽微な疾病・老齢者に
おける慢性的疾患等に関しては重度な患者を除き診療報酬の点数は低下傾向となっている。 
図 2-1-2-4 96-2010 年 診療報酬改定率推移 
 
出所：厚生労働省ホームページからの抜粋 
 
これまでのデータを見る限り病院経営においての医療サービスの需要動向は日本国内にお
ける高齢化を背景に追い風となっているものの、病院経営において重大な影響を与える診
療報酬点数については今後の国民医療費増加予測から抑制傾向のスタンスを維持している
と言える。当然病院側として従来の治療数・患者の集客数のまま推移すると収入は減尐す
る結果となる為、患者数を増加させる施策・特徴を生かした診療により患者数を増加させ
る事が今後病院経営を維持させる上で重要な対策となる。 
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（２） 医療サービスの供給動向 
 供給動向を把握する上で医療サービスを提供する病院数と病床数の変化の２点から分析
してゆきたい。図 2-1-2-5 は各病床における病院数と病床数の推移である。いわゆる 19 床
以上の病床を持つ病院数は近年 20 年で減尐の一途をたどっている。病床数自体も一般病床
を中心として減尐傾向、病床総数はピーク時の H2 年・3 年の 170 万床から現在では 160
万床を下回り減尐の一途を辿っている。特に療養病床の中で長期入院患者を対象とした介
護型といわれる病床群については H29 年を目途に完全廃止となる予定である。これにより
病院から介護施設へ変換する病院も予想される為、今後病床は減尐がさらに進むと予想さ
れる。 
 
図 2-1-2-5 病院数と病床数の推移 
 
出所：厚生労働省ホームページ 
 
次ページ記載の図2-1-2-6は一般病床を保有する病院の保有病床数の推移を表したものであ
る。近年の推移で注目すべきは 99 床以下の病院数の急激な減尐であろう、昭和 60 年に約
4,300 件あった病院が H21 年までの約 25 年間に約 3,300 以下となっている。この背景とし
て小規模な病院において患者数を増加させられなかったが故に収益が低下、自主的に廃業
した病院・また後継者難や単独での生き残りが難しいが故に M&A により大規模病院グルー
プに買収された病院等があると推定される。 
 100 床以下の小規模な病院は減尐傾向・100～200 床・200～500 床規模は増加傾向であ
る事から医療法人を中心とした病院経営においても２極化が進んでいるといえる。 
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図 2-1-2-6 病床規模の推移 
 
出所：厚生労働省ホームページ 
 
次に病院を運営する上で重要な要因となる専門職人員の排出状況について確認してゆきた
い。下記図 2-1-2-7 は医師数と勤務エリアを記載した資料である。国家資格に合格した医師
数で見る限り微増傾向・病院勤務医師・診療所勤務医師数ともに増加傾向となっている。
各県毎の医師・看護師の偏りが地域医療の崩壊の論点として挙げられるが、本件論文では
触れてはいない。 
図 2-1-2-7 医師数推移 
 
出所：医師・看護師・薬剤師調査（厚生労働大臣官房統計情報部） 
 
これらの状況を踏まえると医療サービスの需要は拡大が予想されているものの、医療サー
ビス供給側の傾向は、運営上の重要な構成要因となる医師数は増加傾向にあるにも関わら
ず病院数・病床数は二極化傾向にあり病院の総全体数は減尐している。特に 99 床以下の中
小病院の数は急激に減尐しており経営における困難な状況が確認できる。 
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第３項 医療法人の運営機関と病院の事業特性 
 
医療法人を取り巻く環境を需要サイドと供給サイドの市場動向から確認してきたが、次に
病院運営における運営機関・事業特性について確認してゆきたい。 
１．医療法人の運営機関 
医療法人の運営を考える上では、医療法上の制約・規定を無視することはできない。下記
図 2-1-3-1 に医療法が医療法人の運営に与える影響をまとめる。 
図 2-1-3-1 医療法におけるファイナンスへの制約 
主な制約 ファイナンスへの影響 
病床が法人に帰属している 病床許可は病院不動産に帰属せず、法人に帰属(資産取得 
と事業運営は異なる)する。 
①原則、法人間での病床のみの売買ができない。 
②病院事業の M&A は事業運営法人をそのまま生かす事が
主流。許認可の関係上２者間での事業譲渡に関しては行
政との交渉が必要な為、民間企業が主体となる取り組み
としてはリスクが残る。M&A 時は出資持分の売買（譲渡）
が大半。 
医療法人の理事長要件 医療法人の理事長は原則として医師のみ。 
①医師以外の法人に対する経営権取得が否定されている。 
②医師が医療と経営の二足のわらじを履く不確かさ 
営利法人による経営支配や 
経営干渉の排除 
医療法人の意志決定機関である「理事会・社員総会」を構
成する理事は自然人でなければならない。また、出資比率
は議決権に反映されない。(社員１名につき１票) 
利益(内部留保)処分禁止 ①医療法人の第三者への保証ならびに担保提供は「みなし
利益処分」との解釈が主流。 
②出資者メリットが尐ない。(社員脱退時の払戻し、法人清
算時の配当のみ可能) 
③収益連動型の金利設定・賃料設定・事務手数料の取得は
不可能。 
出所：筆者作成 
上記記載のとおり法人自体に病院としての許可が帰属している為、ファイナンス上通常取
得される担保としての病院不動産に換金性は低い。また病院という不動産の転用も難しく、
病院不動産は法人格と共有されて初めて価値が出る事となる。したがって再生時において
病院不動産の安易な売買で資金を確保する手段は限定的にならざるを得ない。また再生イ
ベント時にコア・ノンコアの分離に通常使用される事業譲渡自体も病床許可との関係上、
行政との事前交渉が必要となり企業再生支援機構のよる私的整理時・法的整理時には活用
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されるものの、民間の再生プレーヤー(ファンド・サービサー)等による活用は難しい。 
 医療法人の理事長要件や営利法人の経営支配・経営干渉の排除要件による影響として、
再生イベント時、通常の株式会社の再生取組であれば、早い段階で第三者割当増資等によ
り議決権を保有し、資金調達を行いつつ外部からターンアラウンドマネージャーを招聘、
法人のガバナンスをコントロール下に置き再生企業の経営を改善させる事が可能であるが、
医療法人においては法人として完全に破綻しもしくは M&A が実施され社員とならなけれ
ば実質病院に対する直接の経営関与を行う事ができない。（派遣をおこなったとしても経営
をコントロールしている事にはならない。） 
また内部留保（利益処分）が禁止されているため、一般的に外部投資家が資金を単純に
出資するだけでは利益配分が不可能であり、経済合理性とリターンを追求するファンドの
投資案件としては成立しづらい。したがって再生イベント時におけるスポンサーには事業
運営目線での同業種の買い手からの資金が原則となり再生手段を限定的にしている。現実
的には通称メディカル・サービス法人(もしくは SPC)向けに出資を行い、病院不動産を中心
とした賃貸借契約にて医療法人側の運営へ関与しているケースが近年存在している。 
図 2-1-3-2 医療法人の運営機関 
 
 
 
       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
運営機関に注目すると医師を理事長とした理事会が業務執行機関として成り立ち、意思決
定機関として社員総会が成り立っている。理事長は理事による理事会の半数以上の賛成で
選任され、理事は社員総会から選任される形をとる。社員においては医療法人へ出資した
自然人である必要がある。通常の株式会社でいう取締役会が理事会・株主総会が社員総会
の位置づけとなっている。 
実質的には医療法人を設立した医師が理事長兼社員となっている法人や同族において社
員を組織している法人が多く、社員からの監視機能は形骸化している。 
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図 2-1-3-3 医療グループにおける事業運営モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
病院グループにおける運営の特徴 
病院運営において医療法人の事業の限定性から通常メディカル・サービス法人（以下 MS
法人という）を活用した事業運営が行われる。一般的に売店・もしくは病院前の駐車場・
病院等の不動産保有は MS 法人が運営主体となっておこなわれていることが多い。理事長
等の経営者は、医療法人からの配当が禁止されている為、MS 法人からの利益から配当収入
を得ることになる。また病院不動産の賃料収入・医療機器を中心とした賃貸料・その他雑
務（洗濯・駐車場等）を中心とした業務委託手数料にて MS 法人の収入原資を作り出して
いるケースが見受けられる。 
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医療法人(A 県) 
(事業内容) 
医療行為 
[利益抑制] 
医療法人(B 県) 
(事業内容) 
医療行為 
［利益抑制］ 
株式会社 
(メディカル・サービス法人) 
事業内容 
①医療機器保有 
②人材派遣(看護師等) 
③物資調達 
④不動産管理 
[利益計上] 
出資持分保有 出資持分保有 株式保有 
配当利益 
役務提供 
役務提供 
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２．医療法人の事業特性 
前章で医療法人の根拠法たる医療法によるファイナンスの影響、運営機関、運営の特徴を
見てきたが、本件の再生事例を検討するにあたり病院の事業特性を確認したい。 
 
(１)設備投資先行型事業 
病院は多額の負債により創業時に建築コスト・設備コスト・売掛金回収(２カ月間)までの運
転資金を最低限調達する事となる。特に大型で急性期病院になるほどイニシャルコストは
高額になる傾向があり、運営後には減価償却費負担・借入による多大な金利コストを支払
う事となる。厚生労働省医政局委託(委託先 株式会社日本経済研究所)、平成 21 年度病院
経営管理指標によると通常売上に対して９－１０％程度の設備関係費内 約７％が原価償
却費・２％～３％程度の金利負担を行っている様子である。 
借入においては公的な独立行政法人 福祉医療機構における超長期での優遇金利による
借入は可能であるが病院側の負債額は多大であり負担も大きい。また満額の調達は実質不
可能であり、開業後の短期資金の支援を想定し実質のメインバンクとなる民間金融機関と
の協調体制での金融支援を行う事となる。通常 200 床の一般病院の収入は 20～25 億程度で
あるが、建築時には売上と同規模の借入をする事が一般的であると言われている。 
(２)保険収入依存型収益構造 
患者の治療に対し通常診療では、70％が診療報酬・30％は患者の自己負担という構造とな
っている。保険診療分は約２カ月後の国民健康保険連合会・社会保険支払基金からの審査
を経て入金される形となる。従って単純計算で売上の約 70％は保険、つまり診療報酬の点
数の積み上げによる収入となっている。その意味では２年に一度の診療報酬改定のインパ
クトは大きく、各診療に対しての点数の上下で法人の医業収入もダイレクトに変動する事
となる。一般的にはできるだけ保険点数のウエイトを下げ、自己負担分・自由診療等の点
数を上げる事により診療報酬の改定による業績の変動リスクを抑え、経営の安定化を図る。 
各治療における保険対象の点数は一律化されており同一の治療について考えた場合、そ
の価格を調整する事はできない。つまり一般企業では商品の価格を自由に調整可能である
が、病院側に治療に対する価格を自由に設定する事は不可能であり、この全国どこでも一
律価格患者負担である点が診療報酬体系の最大の特徴となっている。 
(３)追加的設備投資事業 
病院は追加的設備投資を経常的に余儀なくされている。それは患者におけるサービスの要
因と医師の採用における要因がある。医療技術は日進月歩であり最新で高度な治療なほど
診療報酬点数がつきやすい。MRI・CT 等の開発により従来まで超音波・X 線等平面でしか
診断できなかったものが３D での診断が医療水準の平均となりつつある。したがって最新
の設備を維持する事が高い医療サービスを提供し競争を勝ち抜く上で最低限のコストとな
っている。また医師は高度な治療・数多くの症例を経験し、自身の経験を積む事により自
身の医師としての価値を上げる事が必要である為、最新の設備環境を整える事が医師の採
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用にもプラスに働く構造となっている。 
(４)専門職ヒューマン・ビジネス 
病院にて患者にサービスを提供する人材の大半は専門職である。医療を提供する医師・医
師をサポートする看護師・血液の分析・機器を扱う技師等すべては専門職の集まりであり 
200 床の病院で総勢 200 名程度の人材が必要となる。PL 面でのコストは売上に対して優良
な病院では 40％～50％程度・医師・看護師が集まりづらい病院については高額な条件での
採用募集をせざるを得ない為人件費は 50％～60％程度まで上昇する事となる。特に医師に
ついては周辺大学の医局ルートとの関連が強く、人材が集まる病院と集まらない病院は二
極化する傾向がある。 
(５)周辺業者との情報非対称・技術非対称性 
病院ビジネスにおける周辺の業者を見ると薬剤販社（製薬メーカー）・医療機器販社（医療
機器メーカー）・給食業者・清掃業者など多岐にわたるがコストの約 20％の最も高いウエイ
トを占めるのが医療材料費として支払うコストである。国内の薬剤卸をみると大手４社(メ
ディセオパルタックスホールデイング・アルフレッサ・スズケン・東邦薬品)で市場の約９
割を占める。また製薬メーカーについては開発に対して数千億のコストを払って研究開発
をおこなっている。薬価については低下傾向でありつつも国内約 4 社で日本の病院向け薬
剤の９割を提供している巨大企業・製薬メーカーを中心とした専門職の集まりが、経営の
プロが育ちにくい中小病院との取引を行っている状況を考慮すると市場で取引させている
価格が適正な金額にて仕入を行えているかは疑問の余地が残る。 
下記図 2-1-3-4 に病院を取り巻く環境を記載する。 
 
図 2-1-3-4 病院を取り巻く競争要因 (Five Forces / Porter,M.E [1985]) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
 
『新規参入者』 
 無(病床過剰地域の場合) 
『供給業者』 
 薬剤卸 
巨大化･高利益率 
 医療機器卸･メーカー 
医療機器高度化 
 銀行 
 リース会社 
『代替品』 
 無 
『同業他社（病院）』 
 病院数は減尐傾向 
 建物老朽化・建替需要大 
 診療報酬点数は削減 
 後継者難 
 病院経営は二極化 
 集客増加が課題 
『顧客』 
 人口総数の減尐 
 尐子・高齢化 
 不景気による 
受診控え 
買い手交渉力:中 
売り手交渉力：大 
新規参入の脅威：小 
代替品の脅威：小 
18 
 
３ 収益構造について 
病院の収益構造（ここでは主に一般病床を持つ病院）については下記図 2-1-3-5 記載のとお
りに分解できる。 
図 2-1-3-5 病院の収入構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
売上高（医業収入）は入院収入・外来収入・救急患者収入・その他に大きくわけられる。
その中で通常最も収入の割合が大きいのは入院収入となる。入院収入は患者数×単価で算
出できるが、患者数は当該病院の病床数を上限として集患することとなる為、患者の病状
を把握しながら病床を高回転でコントロールする平均在院日数の短縮化がもとめられる。 
厚生労働省データ抜粋(2010 病院報告概況) によると、一般病床全国平均在院日数は 18.2
日であり、これより平均在院日数を短縮させ、稼働率を維持できれば当然収入は増加する
事となる(DPC 認定病院は除く)。また単価については、同じ病状であっても当該病院にお
ける看護士の配置基準により単価が異なってくる。したがって、当該病院における潜在的
患者数・その病院が求められている役割を把握しながらその役割・患者数に見合う看護配
置基準を行う必要がある。単純化すると同じ診療を行っても、患者１名あたりの看護配置
が高いほど入院単価が高くなるが、当然看護師を配置するには人件費がかかる為看護師給
与の支払いに見合うほど増収可能かどうかの見極めが必要となる。ただし看護師は各地域
において需給関係は異なってくる為、各エリアの動向を踏まえた上での判断が必要となる。 
外来収入についても患者数×単価で算出できるが、患者数の増加については新規患者数
の増加が外来収入の増加に直結するため、各エリアの病診連携を中心に患者紹介ルートを
増やすなどの施策が重要となる。また単価については看護師・医師を含めた体制で検査・
治療・手術点数を考慮し院内のオペレーションを踏まえた視点が必要となる。 
 
 売上高 入院 
外来 
検査 
救急 
一般 
自由診療 
単価 
患者数 
単価 
患者数 
看護基準 
紹介患者数増加対策等 
地域連携・待ち時間短縮等 
検査数増加・医療機器導入等 
紹介患者数・平均在院日数 
医師・看護師教育・機器導入 
差額ベット 
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４ 費用構造について 
 
病院の費用構造は専門職人件費・設備費用・リース料等固定費的なコスト割合が高い構造
となっている。厚生労働省 H20年病院管理指標によると一般病院の場合、人件費が 53.3％、
材料費が 19.8％（内医薬品が 10.9％）、経費が 10.7％、委託費（清掃・廃棄物処置・給食
費等）が 5.9％、減価償却費が 3.9％、が費用における平均となっている。 
その中でも特徴があるのは人件費である。医師には常勤医師・非常勤医師に分かれる。
非常勤医師は一週間あたりの勤務時間の合計が 36 時間で常勤１名と換算される為、医師の
採用が難しい病院については大学病院と掛け持ちの非常勤医師を複数活用する事となり、
人件費は高くなる傾向がある。医師が不足すれば、診療を行えない為病院側は大学病院へ
の派遣依頼・人材派遣会社等からの紹介を経て医師を採用する事となり、人材紹介費用を
含めた人件費はさらに増加する。医師側も診療技術・最新設備の整った病院での仕事を望
む傾向がある為、収入が低く、最新設備の整わない病院程、高額の人件費を出さざるを得
ない状況の悪循環に陥る。 
 一般的に費用の分析は売上対比のコスト分析で行われる事となるが、病院については人
材配置に応じた医療体制に対し単価が算出される為、コスト（人材費・材料費）の増加な
くして収入のみが増加する事は尐ない。したがって現在の病院の規模、患者数に応じた効
率的な人員を確保し、効率的に収益を上げ人件費を抑制させる必要がある。  
 なお、近年赤字自治体病院の運営により財政負担重く各自治体が病院を閉鎖する事例が
出てきているが、自治体病院においての人件費は H20 年病院管理指標によると 64.8％とな
り、民間の病院よりも約 10％もコスト高の傾向がある。 
 一方で、公正取引委員会が平成 18 年 9 月に公表した「医療用医薬品の流通実体に関する
実地調査報告書」によると調査病院数 N＝353 の病院の中で、医薬品・診療材料を法人単体
ではなく数社のグループで購入している病院は 18.1％との結果も出ている。 
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第２節 病院の倒産 
第１項 倒産類型 
下記図 2-2-1-1 は一般の株式会社の倒産形態と倒産処理に関連するマトリックスである。下
記の中で特別清算・会社更生法・整理は株式会社を対象とした法令であり医療法人は対象
外である。したがって医療法人については大きく分けて任意整理による清算・任意整理に
よる再建・法令に基づく破産・法令に基づく再建型の主である民事再生・特定調停と５つ
に分類できる。ここで病院の倒産形態について５種の特徴を個別にみてゆきたい。 
図 2-2-1-1 株式会社における倒産形態と倒産処理マトリックス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：伊東・須藤(2010)『新倒産法製 10 年を検証する』から筆者加工 
図 2-2-1-2 医療法人における倒産形態と倒産処理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：病院再建と民事再生法 中央出版社 堀・長抜粋から筆者加工 
倒産処理 法制無 
法制有 
任意整理 
清算型 
清算型 
再建型(ADR 含む) 
破産 
特別清算 
会社更生法 
和議 
整理 
倒産処理 法制無 任意整理 清算型 
再建型(ADR 含む) 
法制有 清算型 破産 
再建型 
民事再生法 
再建型 和議 民事再生法 
特定調停 
特定調停 
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以下医療法人における清算・再生型の手続きについて確認してゆきたい。 
（１）任意整理による清算 
本件は民法の一般規定に準じて医療法人を清算する事となる。清算型の任意整理にあたっ
ては債権者、債権額を確定させ会社の財産を捕捉、換価した上で全債権者の同意を得て配
当をおこなうプロセスとなる。 
病床を持たない外来患者の集客を前提としたクリニックにおいて運営側の意思において
診療を停止する事は可能である為、相当数のクリニックが任意整理により営業を停止して
いると想定される。一方医療法人として病床を保有し、入院患者をかかえる病院にとって
は現実的に病院都合により診療を停止する事の難易度は高く、実際の任意整理による清算
件数は尐ないと思われる。 
 
（２） 任意整理(以下私的整理と記載)による再建 
私的整理は医療法人のメインバンクを含めた利害関係人の合意により成立することとなる。 
主に「債務者と債権者による交渉により主導される純粋な私的整理」と「企業再生支援機
構の様な第三者が中立的な立場による私的整理」に分けられる。 
純粋な私的整理については従前、法的手続きと比較した場合に、手続きの不透明性が問
題となることが多いとの見解から、2001 年に指針として「私的整理ガイドライン」が有識
者により策定されている。当該ガイドラインに沿った債権カットは国税当局から損金算入
を認める見解が出されている。ガイドラインによると再建計画案に含めなければいけない
内容として「経営責任の明確化」「株主責任の明確化」がある。債権者が債務者に対して債
権放棄を依頼するのであれば、モラルハザードを招かない対策を講ずるべきとの考えのも
と経営者退任を原則とし、株主については支配株主の権利を消滅させることはもとより、
減増資により既存株主の割合的地位を減尐もしくは消滅させる事を原則としている。医療
法人の場合の株主責任とは社員および持分保有者の責任と解釈させるのが妥当であろう。
現在、筆者の知る限り当該ガイドラインを活用した病院再生取組は確認できていない。 
 一方第三者が中立的な立場でおこなう私的整理とは、現在株式会社 企業再生支援機構
法により運営されている企業再生支援機構の再生取組が該当する。当該取組については時
限立法にて行われているが、永続的な裁判外再生手続きとして 2007 年 4 月１日施行された
「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づき事業再生 ADR が存在する。事
業再生ADR手続きは中立公正な第三者の関与により裁判外で事業再生を目的とした再建計
画や債務調整の合意を図っていく手続きであるが、現在のところ病院再生事例において活
用された事例は確認できていない。 
 
（３） 法令に基づく清算（破産） 
本件は後述する（４）における再建計画案が否決され、利害関係人の申立てにより再生手
続きが廃止された場合、また特殊要因において病院の運営が不能となった場合に裁判所の
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職権により破産宣告がされることとなる。通常医療法人とは地域医療を支えるインフラ的
側面を持ち、入院患者に対して 365 日継続的診療を行っている病院が破産を申請する事は
尐なくかなり特殊な理由によるケースと推定される。 
 
（４） 法令に基づく再建 
本件は従来であれば、和議を中心とした法的な拘束力を使用した上での再生方法が主流で
あった。しかし、「制度上、実務的な側面から使用しづらい、また緊急時迅速性が求められ
る企業再生の局面において時間がかかりすぎる。」との声から 2000 年から従来の和議を発
展的に解消させた民事再生法が施行され、近年病院については民事再生法(同意再生含む)
を活用した再生事例が増加している。法令に基づく再建は、一般的に時間と費用がかかる
ものの裁判所の法的拘束力を用いて衡平かつ公正に再建をおこなえるメリットがある。さ
らに金融機関（債権者）側にとっては当該貸出金を無税償却可能であり、事業者（スポン
サー）にとっても債務の内容確定作業により簿外債務の存在を懸念する必要がなくなるメ
リットが存在する。一方、デメリットとして官報への記載を始めとした、公開義務が存在
する為、病院・地元金融機関にとしても病院と倒産させたという風評リスクが付きまとう
ことになる。また民事再生を活用した中でも現経営者が継続して運営を行う自主再建型と
M&A 等のスポンサーによる支援を前提とした実質経営者を変更させるスポンサー型に分
類されることになる。民事再生法においては、担保権者の担保権の実行はとめられないが、
一定の要件の下では裁判所手続きにおいて中止命令を出す事ができる。 
 
（５）特定調停 
特定調停も H11 年に制定された特定調停法に基づく新しい制度である。特定調停はあくま
でも調停の一種であり裁判所の調停委員の仲介の下当事者双方が話し合いをし、互いに譲
歩し合う事によって紛争の解決を試みる制度である。したがって当事者双方が合意に至ら
ない限り紛争は解決しない。もともと消費者金融による多重債務者が分割弁済や債務の一
部免除を行うケースを効率よく処理する為に設けた制度である。そのため債務者のみなら
ず債権者にも債務の発生原因や弁済状況に関する事実を明らかにする義務、関連する文書
を提出する義務を課しており、病院の破綻に際して特定調停を選択するのはかなり変則的
と考えられる。 
 
病院の倒産・再生については任意整理を主としたものは基本的に公開される情報は多くな
く債権者・債務者を中心とした利害関係人の間で全て終結されている。 
一方、法令に基づく清算(破産)・法令に基づく再建においては、官報を中心に各病院の破産
申請・民事再生申請の日付・民事再生の許可の可否等は把握可能であるが、実際にどのよ
うな再生手続きが行われどのようなスキームを使用し、どの程度の弁済が行われているの
かについて詳細データを把握することはできない状況となっている。 
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第２項 病院・診療所・歯科の倒産状況 
前記記載の倒産形態の内 法的整理の清算型・再建型の倒産状況は帝国データバンク抜粋
データから参照する事ができる。図 2-2-2-1 記載のデータは民事再生法施行後の 2000 年以
降の医療機関（病院・診療所・歯科）での倒産状況を表したものである。 
 
図 2-2-2-1 法的整理による倒産件数 
 医療機関合計 病院（個人・法人） 医科診療所 
（個人・法人） 
歯科診療所 
（個人・法人） 
 民事 
再生 
破産 合計 民事 
再生 
破産 合計 民事 
再生 
破産 合計 民事 
再生 
破産 合計 
2000年 6 10 16 - - 9 - - 14   20 
2001年 8 13 21 2 1 3 4 9 13 2 3 5 
2002年 6 25 31 2 4 6 2 13 15 2 8 10 
2003年 12 16 28 6 2 8 3 8 11 3 6 9 
2004年 8 27 35 4 3 7 2 13 15 2 11 13 
2005年 8 20 28 4 4 8 2 9 11 2 7 9 
2006年 5 25 30 3 2 5 1 15 16 1 8 9 
2007年 13 35 48 11 7 18 2 17 19  11 11 
2008年 9 26 35 3 4 7 4 14 28 2 8 10 
2009年 12 40 52 7 3 10 3 24 27 2 13 15 
2010年 9 32 41 5 8 13 2 14 16 2 10 12 
合計 96 269 365 47 38 94 25 136 175 18 85 123 
出所：帝国データバンク抜粋 
 
2000 年以降の民事再生施行後、医療機関が申請した破産申請合計は 269 件（病院 38 件・
診療所 136 件・医科診療所 85 件・未詳 10 件）・民事再生件数合計は 96 件（病院 47 件・
診療所 25 件・歯科診療所 18 件・未詳 6 件）となっている。 
期間推移の視点で見た場合 2007 年に件数が増加している点が把握できる。これは 2006
年の診療報酬・薬価の同時マイナス改定（全体△3.16％）の１年後に業績へのインパクトが
収益の大きい病院を中心として出始めた事が理由として推定できる。また 2009 年にも件数
の増加が認識できる。これは 2008 年のリーマンショックによる影響により軽度な診療をお
こなう、かかりつけ医機能の医科診療所を中心に患者の受診控えを引き起こした事が経営
の悪化をもたらした理由として考えられる。 
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下記図 2-2-2-2 は 2000-2009 年の医療機関毎の事業所件数推移を記載する。下記を診る限
り全事業所数に対比で病院は約 0.5％・医科診療所は約 95％・歯科診療所は約 4％の構成比
となっている。 
図 2-2-2-2 2000-2009 年の事業所件数推移 
 病院数 構成比 医科 
診療所数 
構成比 歯科 
診療所数 
構成比 合計 構成比 
合計 
2000 年 9,266 0.54％ 1,647,253 95.78％ 63,361 3.68％ 1,719,880 100.00％ 
2001 年 9,239 0.54％ 1,646,797 95.73% 64,297 3.74％ 1,720,333 100.00％ 
2002 年 9,187 0.54％ 1,642,583 95.67％ 65.073 3.79％ 1,716,843 100.00％ 
2003 年 9,122 0.53％ 1,632,141 95.61％ 65,828 3.86％ 1,707,091 100.00％ 
2004 年 9,077 0.53％ 1,631,553 95.57％ 66,557 3.90％ 1,707,187 100.00％ 
2005 年 9,026 0.53% 1,631,473 95.56％ 66,732 3.91％ 1,707,231 100.00% 
2006 年 8,943 0.53％ 1,626,589 95.52％ 67,392 3.96％ 1,702,924 100.00％ 
2007 年 8,862 0.52％ 1,620,173 95.48％ 67,798 4.00% 1,696,833 100.00％ 
2008 年 8,794 0.52％ 1,609,403 95.46％ 67,779 4.02％ 1,685,976 100.00% 
2009 年 8,739 0.52％ 1,601,476 95.42％ 68,097 4.06％ 1,678,312 100.00% 
出所：厚生労働省ホームページより筆者作成 
下記図 2-2-2-3 は破産申請を行った企業においてデータが取得できない 2000 年を除く約 9
年間（2001 年-2010 年）の事業所件数の割合を示したものである。 
前記図表の事業所件数推移の構成比との比較によると病院・歯科診療所の破産申請の件
数割合が高く、医科診療所の破産申請割合が低い様子がうかがえる。帝国データバンク資
料によると破産の原因として不正請求での許可取り消しが主原因の１つとされているが、
病院自体の診療報酬請求（レセプト）枚数が多い為に国保連合会・社会保険支払基金から
の審査機能（チェック機能）が病院に対して強く働いている点が考えられ、結果として病
院の施設許可の取消割合が相対的に高くなっていると推定される。歯科については制度上、
行政による総量規制がないが故、また業種上勤務が尐なく大半の歯科医が開業せざるを得
ない状況から考えると経常的に飽和状態であり、集客できない歯科診療所が業績上の問題
から破産を増加させていると考えられる。 
図 2-2-2-3 2001-2010 年（9 年間）事業主体別破産申請割合  
 
出所：帝国データバンク資料から筆者作成 
病院 38 件 14.7％ 
医科診療所 136 件 52.5％ 
歯科診療所 85 件 32.8％ 
合計 259 件 100.0％ 
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次に下記図 2-2-2-4 は民事再生申請を行った企業においてデータが取得できない 2000 年を
除く約 9 年間（2001 年-2010 年）の割合を示したものである。 
注目すべきは、事業所件数母数比率（病院・医科診療所・歯科診療所）において、病院
の民事再生件数の割合が過去 9 年間で 50％を超える高いシェアを占めている事であろう。 
 筆者としては、病院が民事再生を選択する為のインセンティブが働いている可能性。も
しくは法的整理に至る前の私的整理の段階での効率的な再生へのプロセスが効果的に活用
されていない可能性。また事業特性上、私的整理段階で清算による事業停止を行えない理
由が存在しているのではないかと考えている。 
 
図 2-2-2-4 2001-2010 年（9 年間）事業主体別民事再生申請割合 
 
出所：帝国データバンク資料から筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
病院 47 件 52.2％ 
医科診療所 25 件 27.8％ 
歯科診療所 18 件 20.0％ 
合計 90 件 100.0％ 
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第 3項 問題提起 
 
帝国データバンクデータを見る限り、2000 年に民事再生法が施行されて以降、数多くの
医療法人が法的整理を活用し病院を再生させている。株式会社から比べれば倒産確率は極
端に低いといわれているものの、医科診療所・歯科診療所と比較して病院の民事再生の割
合が極端に多い。破産についても各診療所に比較して病院の割合が極端に高い。 
各診療所・病院における違いとして、各診療所が外来患者のみを扱っている点に対し、
病院は病床を保有し入院患者を受け入れている点。また各診療所が届け出制で開設できる
事に対して、病院が許可制を取っている点等が挙げられる。 
筆者としては前頄で記したとおり、病院が民事再生を選択する為のインセンティブが働
いている可能性。もしくは法的整理に至る前の私的整理の段階での効率的な再生へのプロ
セスが効果的に活用されていない可能性。また事業特性上、私的整理段階で清算による事
業停止を行えない理由が存在しているのではないかと考えている。 
現在、株式会社を前提とした会社更生法であれば官報データベースの検索や個別の数多
く執筆されている再生取組に関する文献が存在する為、会社更生計画における取組のあら
すじ・データ詳細を把握する事が可能である。しかし医療法人においては民事再生法を活
用するが故、データは公開されず研究自体も多くは存在しない。そこで本論文では過去の
「企業再生の計量分析(東洋経済)/丸山宏氏」の会社更生法を申請した企業に関する分析手法
を参考にし、病院の破産・再生の事例における詳細情報を取得する事から始め、現在の法
的整理(破産・民事再生)の事例研究をケース・スタディの形で分析を進めてゆきたい。その
中で破産・民事再生を中心とした法的整理をどのような病院が選択し、各手法の特徴、各
再生事例における論点を確認する中で公益法人である病院を取り巻く倒産法制についての
現在の傾向を分析してゆきたいと考えている。 
 当該論文は民事再生法施行の 2000 年以降の数尐ない病院の倒産・再生事例に個別にアプ
ローチを行っている関係上、倒産法制を統計学的な見地から分析する事は不可能と判断し
た。そのため取得可能な個別データからの限られた病院倒産事例のケーススタディーによ
る分析にとどまる事を理解したうえで病院の倒産における実態を認識し、現状の病院の再
生現場の意思決定における材料として活用いただければと考えている。 
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第４項 アプローチ手法 
 
帝国データバンク抽出の民事再生施行後 2000 年～直近までの病院(病床 20 床以上・個人経
営・法人経営含む)法的整理の全データ 94 件（民事再生法 47 件・破産 38 件・民事再生法
もしくは破産のどちらか９件）の内、法人名の判明する 36 件（民事再生法 28 件 破産 8
件）を官報情報検索サービスにて照会。破産時については破産管財人・破産申立代理人の
双方に対して破産申立書の提出依頼。民事再生時においては監督委員・申立代理人に対し
て民事再生申請書・再生計画案について提出依頼を書面にて送付した。 
また同 36 件データにおいては帝国データバンク・東京商工リサーチ・日経テレコンによ
る情報検索をおこない補足可能な各頄目におけるデータを追加で取得した。（次ページサン
プル記載） 
また法的整理の比較対象として、株式会社企業再生支援機構法にて施行され運営されて
いる企業再生支援機構における私的整理の病院再生事例 2011 年 10 月 1 日時点の全４件(内
一件は分析の結果除外)の再生取組事例を収集。 
上記２事例（法的整理・私的整理）の比較検討により病院における再生事例の特徴を把
握することをおこなった。法的整理（破産・民事再生）・私的整理（企業再生支援機構）の
比較により現状の医療業界の再生取組における特徴比較・関連性などを探り、今後の倒産
法制のあり方等へ言及したい。 
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図 2-2-4-1 直近の病院における破産事例 
倒産年度 法人名 形態 
2010 年 医療法人 双樹会 病院 
2010 年 医療法人 再生会 病院 
2008 年 医療法人 鋠生会 病院 
2007 年 医療法人 大淀会 病院 
2007 年 糸田川医療生活協同組合 病院 
2006 年 加藤総合病院 病院 
2005 年 医療法人 翰林会 病院 
2005 年 医療法人 ますみ会 病院 
出所：帝国データバンク 
 
図 2-2-4-2 病院における民事再生事例 
倒産年度 法人名 形態 
2010 年 医療法人 白眉会 病院 
2010 年 医療法人 光洋会 病院 
2010 年 医療法人 彌生会 病院 
2010 年 医療法人 文寿会 病院 
2009 年 医療法人 平野同仁会 病院 
2009 年 医療法人 博愛会 病院 
2009 年 医療法人 育生会 病院 
2008 年 医療法人 桜会 病院 
2007 年 医療法人 五輪橋内科病院 病院 
2007 年 医療法人 三禄会 病院 
2007 年 医療法人 陸会 病院 
2007 年 医療法人 善衆会 病院 
2007 年 医療法人 交道会しもべ病院 病院 
2007 年 医療法人 上仁会 病院 
2006 年 医療法人 同仁会 病院 
2006 年 医療法人 正崩会 病院 
2005 年 医療法人 三楡会北斗循環器病院 病院 
2005 年 浪速医療生活協同組合 病院 
2005 年 松嶺会 病院 
出所：帝国データバンク 
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図 2-2-4-3 民事再生法個別作成カードサンプル 
 
NO 1 単位：百万円
タイプ 同意再生 2008/3 2009/3 2010/3
法人格 医療法人財団 売上高 750 800 830
法人名 ○○ 利益 5 54 25
病院名 △△病院
住所 ○○県
設立 19○○/01
病床種別 療養
病床数 94
病床
監督委員 ○○弁護士 病床数 94
申立代理人 ○○弁護士 種別 療養
前経営陣 ○○Dr
現経営陣 ○○Dr 一床あたり外部借入金額
民事再生手続 2007/2/7 再生前 31.53 百万円
民事再生終了 2007/5/13 再生後 未詳 百万円
債権者数 1
有利子負債 2,964 売上高外部借入比率
確定債権 564(別除権除く) 再生前 3.95 倍
債務弁済率 19.03% 再生後 未詳 倍
弁済期限 10M×6年・7年後504M一括弁済
算出根拠 CF＋ﾘﾌｧｲﾅﾝｽ可能金額‐運転資金 スポンサー有無
事業再編行為 リストラ無 無
経営者交代 無 類型
債務カット状況 有 自主再建型
再生理由
○○原因にともなう民事再生申請
 
出所：担当弁護士提出データを基に筆者作成 
 
各調査データの調査頄目詳細については下記図 2-2-4-4 に説明を記載。 
 
図 2-2-4-4 調査頄目 
調査頄目  （再生前） （再生後） 備考 
再生債権額 （単位：百万円） 再生債権弁済率  
別除権額  （単位：同上） 別除権弁済率  
有利子負債額（単位：同上） 有利子負債額 リース債権除く 
リース債権額（単位：同上） リース債権弁済率  
優先債権額 （単位：同上） 優先債権弁済率  
一般債権額 （単位：同上） 一般債権弁済率  
弁済期限  （単位：年）   
事業再編行為 会社分割・事業譲渡・統合の有無 
経営者交代 計画内での経営者交代 
スポンサー有無 スポンサーの有無 
病床数 保有する病院の病床数の合計で記載 
種別 一般・療養・精神で分類 
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一床当たり外部借入金額 注：１ 
売上高外部借入比率 注：２ 
類型 自主再建型・スポンサー型・清算型の種別 
理由 取得資料から倒産理由を記載 
 
注：１ 
一床当たり外部借入金額について（単位：百万円） 
債務額は病院規模に比例する傾向がある事から、債務額を１床あたりの負担額平均で把握
する事により病院の債務実質負担額の目安になる指標として記載。 
 
注：２ 
売上高外部借入比率について（単位：倍） 
収益性に対して外部借入金額の割合を見る指標として使用。本来であれば個別決算書から
の EBITDA 比率（経常利益+支払金利+減価償却費）を活用し本業収益性に対する外部借入
金額の割合を比較する方が正確であるが、事例により詳細の数値を収集できないものも散
見される為、再生イベント時の売上高に対する借入比率にて収益性を見る指標として記載。 
 
注：１・注：２については今後病院の再生に取り組むにあたり意思決定の判断基準として
活用される事を想定し筆者側で作成した指標である。 
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第３章 破産申立書と民事再生計画にみる実態 
第１節 病院の破産  
 
第１項 病院の破産にみる事業継続性(再生の視点) 
 
まず破産時における法人格・都道府県知事の病床許可・診療行為の継続の関係について個
人開業している病床 20 床以上の病院と医療法人が開業している病床 20 床以上の病院に分
けて確認したい。詳細は「病院の破綻と倒産手続き」（弁護士・医学博士 高橋茂樹氏）経
済法令研究会に簡潔にまとめられている為、下記に抜粋したい。 
 
抜粋 
個人開業の場合には開設者兼管理者が破産することとなる。院長の個人資産については破
産時の財産として債権者へ分配されることとなるが、医療の資源としての病院自体が消滅
することにならない。理由として通常破産者は制限を課されることとなるが、医療法は破
産者を病院の開設者の欠格事由とはしていない為である。病院の開設には都道府県知事の
許可が必要となるが医療法は破産によってこの許可が取り消されるという規定は設けてい
ない。（医科・歯科診療所については届け出のみであり、許可という概念が存在しない為取
り消し自体おこらない。）したがって通常の医療材料や薬剤等の商行為においてなんらかの
規制がかかる可能性があるが破産者であってもそのまま診療を継続する事ができる。 
 次に法人経営の場合においては医療法 55条１頄５号が破産を法人の解散理由としている。 
ただし、破産法 4 条は解散しても直ちに法人格は消滅せず破産の目的の範囲内ではなお存
続すると規定している。そして破産手続きが終了した時点で初めて法人格が消滅すること
となる。この点は医療法人も株式会社などの営利法人も同じであるが医療法人の場合には
破産しても病院許可は取り消しされないので破産手続き終了まではそのまま診療を継続す
る事ができる。 
 このような特殊性は個人、及び法人の破産が診療の停止に直結すると入院患者および定
期的に来院する外来患者の健康に重大な影響を及ぼし兼ねない点に配慮したためであり、 
医療を提供する体制の確保と国民の健康保持への寄与を掲げた医療法第一条から合理的な
規定である。 
 
以上抜粋 
 
上記から考えると個人が運営する病院（医科・歯科）の場合、個人医師が破産を行っても
医療法上は医療行為を継続する事は実質可能である。破産に至った原因が経営不振や投資
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失敗によるものである場合、個人破産を申請したもののそのまま医療を継続する可能性は
ある。しかし破産に至った原因が不正請求によるものである場合は、保険医療機関の取り
消しと同時に理事長を含めた医師の期間限定、もしくは完全に保険医登録を取り消す事が
ありえる。その場合、実質現開設者兼管理者の診療継続は不可能となり、他医師、他医療
法人が行政側に許認可の取得を申請しなければ病院の継続を行う事ができない。新規許認
可において最短１カ月はかかるといわれているが、破産管財人 1 人の影響力では代わりと
なるスポンサーとなる医師を短期間に見つける事は非常に困難である。また事業継続上・
制度上は破産者の影響力を排除しなければならないのに実質その破産者の友人医師や破産
者の紹介による医療法人等をスポンサー候補とせざるを得ない点を考えると、破産者の協
力なしに事業継続候補を見つけることは困難である。したがって一般的には、個人経営の
病院の事業継続は法人の経営の場合より難しいとされている。 
 一方法人の場合は、上記記載の通り破産を法人格の解散理由としているものの直ちに法
人格は解散せず破産の目的に範囲内ではなお存続すると規定している。多くは過大な設備
投資等で資金繰りが徐々に逼迫し、収支が逆転している状況も尐なくない為いったん病院
を休止しして欠損拡大における対策を行った上でその施設を譲渡する事となる。 
 
上記記載の医療法人における運営かつ 20 床以上の病院の破産申請は 2000 年-2010 年にお
いて個人・法人合計で 38 件記録されている。その中で法人運営の病院において企業名が公
表されているものが全 8 件存在した。その全 8 件へ筆者からアプローチした結果、公開情
報を含め破産後、清算されているケース・破産後事業継続をおこなっている再生ケースの
情報を取得する事ができた。次に事業継続、再生視点にて破産を検証したいと考え、破産
による清算と再生ケースについて詳細を記載したい。ただし、倒産法に関わる書類につい
ては基本的には利害関係人間でのみ開示されるものである為、ご協力いただいた弁護士の
状況も踏まえ具体的な病院名の記載については差し控えさせていただきたいと考えている。 
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第２項 医療法人Ａのケース(破産・清算) 
 
法人概要 
医療法人Aは創業 19XX年 10月、その後医療法人化、地元医師が開設した一般病院である。
病床規模は 80 床、一般病床を保有する地域密着型の病院。病院と診療所の２施設を運営し
脳外科を専門とする医療機関としては地元では有名。１日平均約 300 名の外来患者の集客
を誇る。 
 
運営施設 
運営施設 規模 病床種別 備考 
病院 80 床 一般病床 脳神経外科に注力 
クリニック 外来のみ   
 
 
業績（破産申請時）     単位：百万円 
医業収入 1,899 
税後利益 △43 
負債の部 3,620 
資本金 390 
 
 
医療法人 A の沿革 
19XX 年 10 月 理事長 A 氏により創業 
19XX 年 医療法人化 
20XX 年 建築費 20 億の病棟の建替を実施 
20XX 年 医療法人 AB を買収 
20XX 年 10 月末 医療法人 A が手形不渡り 
20XX 年 11 月末 医師・看護師への給与未払発生 
20XX 年 12 月 手形決済に不能で医療法人 A が破産申立 
20XX 年１月上旪 職員および患者に対し休診予定を通知 
20XX 年１月中旪 医療法人 A クリニックの閉鎖 
20XX 年 1 月 医療法人 AB の民事再生法申請 
20XX 年 3 月 医療法人 A 病院の休診 
20XX 年 3 月 医療法人 A 病院の休止届の提出 
20XX 年 4 月 医療法人 A 破産手続き開始決定 
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破産申立に至る経緯 
本件の破綻の原因は 20XX 年の病院新設時における複数のコンサルタントを介しての建築
計画の過大投資に遡る。破産手続き申立て書によると医療法人 A は通常の建築費を上回る
建築コストの償却負担・借入金の返済負担に経常的に苦しんでいる状況であった。その後
20XX 年 医療法人 AB の買収計画を持ちかけられる。医療法人 A は現状の経常的な経営難
を打開すべく病床を増床する事を希望していた。しかし同エリアの地域医療計画では新規
に病床を増床する事は不可能である事から、医療法人 AB の買収計画には今後の医療法人 A
の将来を掛けた投資として前向きであった様子である。地元金融機関から 750M の資金調
達を行い医療法人の出資持分の売買代金として一部 420M の支払後、売買契約を締結。そ
の後医療法人 AB の瑕疵を確認した段階で残債 330M の支払を計画していた。しかし医療
法人 AB について事前のデューデリジェンスは十分な状態ではなく看護士の簿外退職金が
多額に存在しており、医療法人 A は売買代金の残債 330M の支払を行わなかった。医療法
人 AB 元理事長は医療法人 A に対して代金支払の提訴、医療法人 A 理事長は医療法人 AB
理事長に対して退職金引当不足における譲渡代金の相殺を提訴したが認められず、残金の
長期分割払を行う旨の和解による仲裁となった。その後約１年間については分割弁済を行
われていたものの医療法人 A の資金繰り悪化、本件裁判による影響から民間金融機関から
の支援も得られず破産申請に至った。 
 医療法人 A については、破産申請時 税金の滞納による重加算税、従業員の社会保険料
の未納、取引先に対する支払遅延を起こしている状況であった。破産管財人による懸命な
スポンサー探しを行った様子だが、医療法人 A の収入の減尐トレンド、経理担当者の法人
資金の一部横領も発覚、診療報酬債権のファクタリング先の別除権者の再生への協力も得
られないとの事から民事再生法の適用を行わなかった様子である。下記に本件概要記載。 
図 3-1-2-1 本件ケース概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：破産申請書から筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
医療法人 A 
医療法人 AB 
民間金融機関 
売買代金 
750 内 
420M 実行 
借入条件 
医療法人理事長 A 氏個人連帯保証 
医療法人    B 法人連帯保証 
医療法人 B 理事長は退任 
売買代金 750M 借入 
代金支払に
ついて提訴 
出資持分の 
譲渡 
退職金引当不足
による譲渡代金 
相殺について 
ついて提訴 
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医療法人 A の破産申立後の対応 
20XX 年 1 月のクリニック閉鎖時点で 37 人いた入院患者全員を地元医師会・周辺病院の協
力により 20XX 年同月 16 日までに転院もしくは退院。20XX 年同月 31 日付けで外来診療
を中止している。 
なお、医療法人 B は医療法人 A が売買代金 750M の資金調達時において連帯保証人となっ
ていた為、医療法人 A の破産申請後、医療法人 AB は民事再生法の適用を申請、現在も内
部の医師を理事長へ昇格させ経営をつづけている。 
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第３項 医療法人 Bのケース(破産・事業譲渡) 
 
法人概要 
理事長は病院の整形外科医として就職後、19XX 年に医療法人 B を創設。周辺地元は高齢化
率約 30％、開業当初急性期病院である大学病院と周辺医療機関の機能分化が進むとの判断
からリハビリテーションを中核とした病院グループ化を推進。クリニックによる初診受付
から病院での入院。その後老健、在宅部門への一連のサービスを展開する老人医療サービ
スを提供。近年では 20XX 年に病院における新築工事が終了。病棟完成後約 9 カ月で病床
稼働率は 8 割を超えておりまずまずの稼働である。 
 
運営施設 
運営施設 規模 病床種別 備考 
病院 95 床 療養病床 7 診療科 
老人保健施設 81 床   
通所リハ 定員 70 名   
眼科診療所 外来のみ   
歯科診療所 外来のみ   
居宅介護支援事業所    
訪問看護ステーション    
 
業績（直近 3 カ年の業績）                  単位：百万円 
 2004/3 2005/3 2006/3 
医療収入 1,323 1,315 1,353 
医業利益 157 120 130 
経常利益 135 102 104 
資産の部 2,064 2,016 3,338 
負債の部 1,662 1,542 2,796 
自己資本 401（19.4%） 474（23.5%） 541（16.2%） 
 
医療法人 B の沿革 
19XX 年 7 月 医療法人 B を設立。 
19XX 年 7 月 介護老人保健施設・整形外科診療所・通所リハビリステーションを設
立 
20XX 年 6 月 社会保険事務局 および福祉保健部長寿社会科の合同監査が入る。 
20XX 年 7 月 病院を新築 
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20XX 年 11 月 介護老人保健施設を増築 
20XX 年 2 月 歯科診療所について保険医療機関の指定取り消し 
20XX 年 3 月 病院について保険医療機関の指定取り消し、と同時に理事長 B 氏、及
び３名の勤務医について５年間保険医登録を取り消す処分が行われ
る。 
20XX 年 3 月末 医師・看護についての給与未払発生 
20XX 年 4 月 医療法人 B が地裁地元支部に破産を申し立て。 
同日 従業員約 150 名の解雇 
同日 開始決定、破産管財人が一部の職員を再雇用(80 名弱) 
20XX 年 4 月 医療審議会が BC への 95 床の開設許可を与える。 
20XX 年 6 月 医療法人 B が 7 事業所すべてを事業譲渡、病院を含めた 7 事業所すべ
てで BC が運営を開始。 
20XX 年 7 月 第一回債権者集会を開催 
20XX 年 3 月 医療法人 B の破産手続きの廃止 
原因：破産財団を持って破産手続き費用を支弁するのに不足 
 
破産申立に至る経緯 
破産申し立ての原因は 20XX 年 6 月付けの社会保険事務局 および福祉保健部長寿社会科
の合同監査による保険医療機関の取り消しが直接的な原因である。同法人は診療所と病院
は別々の診療結果に基づきカルテを作成すべきところ、病院で作成したカルテのコピーを
使用して診療所にて診療報酬を請求した点。さらに法令で定める常勤医師の要件を満たし
ていない医師を常勤医師として配置するという不正行為を指摘された。 
 この監査を受けて社会保険事務局及び地方社会保険医療協議会は同法人に対し診療報酬
7,502 万円の診療報酬の返還請求を行っている。その後 20XX 年 2 月に歯科診療所について
保険医療機関の取り消し、20XX 年 3 月には病院について保険医療機関の指定を取り消すと
同時に B 理事長及び 3 名の常勤医について 5 年間の保険医登録の取り消し処分を行った。
法人常勤における保険医取り消し処分により継続不能となった医療法人は 20XX 年 4 月付
けで破産申し立て、同日付で開始決定を受けている。 
 
図:3-1-3-1 破産申立時の時価評価バランスシート            単位：百万円 
資産の部 負債の部 
現金預金 407 買掛金 76 
売掛金(診療報酬) 220 長期借入金 3,014 
その他 8 短期借入金 384 
流動資産計 635 税金 25 
 建物 581 リース 127 
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 土地 174 財団債権 6 
 その他 6 一般債権 1 
固定資産計 761 労働債権 292 
 その他 12 その他 75 
無形固定資産計 12   
資産の部合計 1,408 負債の部合計 4,000 
実質債務超過額 2,592 万円 
出所：破産申立書抜粋 
 
破産申し立て時のバランスシート時価評価によると当該法人は破産申し立て前年に病院の
新築・老健の増築をおこなっているが病院・歯科診療所が診療停止となっている点・病院
不動産の換金性の問題から資産価値を大きく劣化していると判断され実質債務超過状態で
あると認定された。当該不動産は当時の独立行政法人 福祉医療機構とメインバンクの金
融機関を中心に担保設定されており配当財源とはならない状態。 
 現金・預金については金融機関借入金に相殺される予定であるが破産申し立て前に借入
金のないみずほ銀行へ全額移し、当面の資金繰りを確保していた。リース債務の未払いに
ついては約定にしたがい当該申請による期限の利益喪失が予想される事からリース全額一
括請求されるものとして認識されている。なお、不正請求による診療報酬返還請求の 7,502
万円は不服として当該バランスシートには記載されていない。 
 破産管財人は理事長を含めた 3 名の常勤医師の保険医登録が禁止されている状況、財団
債権、優先債権を上回る配当財源を確保できず一般債権に対する配当ができない状況であ
った為、当該法人における自力再建を断念し破産申し立てを選択している。 
 
破産申し立て後の対応 
債務者は本申立てと同時に従業員を全員解雇、当該従業員・利害関係人に破産開始決定を
行った事を通知。債務者が当時事業を行っている介護老人保健施設、通所リハ、居宅介護
支援事業、訪問看護ステーション、眼科診療所の事業については破産管財人が破産決定と
同時に破産法第 36 条による裁判所許可を受け事業の継続をおこなった。破産管財人は介護
老人保健施設における重篤な患者の転院については危険を伴うとの判断から全従業員の雇
用を前提としたスポンサー探しを実施。その中で近隣の医療法人 BC からの打診があり全従
業員の雇用継続を前提、譲渡前の医療法人 B への給与への対応も行うという条件の基の事
業継続の打診であった事から、担保権者である独立行政法人福祉医療機構・民間金融機関・
県および社会保険事務局による病院の新設許可交渉を行った上で事業譲渡が行われ現在も
運営を継続している。当該譲渡価格は未定であり公表されていない。 
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図：3-1-3-2 医療法人 B における再建スキームの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
    医療法人 B 
    ノンコア事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
債権者 
医療法人 B 
コア事業 
 
医療法人 BC 
①譲渡代金の支払 
②事業譲渡 
④病床の新設許可 
③手元資金・譲渡代金を原資として返済 
医療法人 B ノンコア部分につ
いては通常清算する事となり、
20XX年 3月付けで破産申請を
取り消ししている。 
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第４項 病院破産における論点 
 
医療法人 A・医療法人 B のケースを見る中での限られた事例であるが、現在の病院破産事
例において病院機能継続を確保しながらスムーズな破産を進めるという視点から見た場合、
事業性から生まれる特有の論点を述べる事ができる。 
 
１ 「破産時の入院患者の転院について」 
医療法人 A の場合において入院患者の転院の作業が行われている。入通院患者の退院期限
は原則として破産宣告後１カ月以内である。本件については地元医師会・周辺病院の協力
により事前に患者の転院状況を把握した上で破産申し立てを行っている様子であるが、背
景には一般病床という比較的若年層～中高年の入院患者であろう点、また入院患者が 35 名
と尐なかった事により輸送対応が可能であり、閉鎖する事ができたケースである。 
医療法人 B の場合については老健という高齢者の転院が伴うという背景において破産管
財人単独による入院患者移転の困難さを表している。当該ケースでは療養病床入院患者・
老健入居患者を輸送する必要がある点や周辺地域において多数の患者を受け入れる施設が
なかったのではないかと推定される。当該エリアにおける病院規模・収益性への評価、優
秀な破産管財人の対応から偶然スポンサーとの調整が結果として可能になったが、既存入
院患者への対策が病院の診療停止に関わる大きな弊害要因となりえる。 
医療の立場、患者の生命に直接の責任を負う立場から見ると、医師その他の医療従事者
が転院を躊躇し反対するのはある意味で当然である。しかし、転院せずに破産した病院に
とどまることがその患者の利益になるとは限らない。 
 
 
２ 「病院職員の解雇と医療サービスの継続」 
 
破産管財人は破産宣告後 1 カ月を持って医療・事務従事者等の職員全員を解雇する用意を
しなければならない。職員の解雇は破産管財人が行う事となるが通常同じタイミングで患
者の受け入れ先を探している状況である為、通常即時解雇を行わず予告解雇を行う事とな
る。その際問題となるのが給与についてである。破産状況にもよるが破産財団において配
当出来ない事が当然起こりえる。ただし患者への医療提供をないがしろにしたままでの職
員の即時解雇は困難であり、状況に応じて給与支払いが不能な状況にもかかわらず職員を
継続的に雇用せざるを得ない状況が起こりえる。ケース２においてはその状況を解決する
策として破産申立、職員解雇と同日に破産管財人による職員雇用を行う緊急措置・スポン
サーへの継続雇用・給与支払いを支援条件とする事により当面の診療継続と給与支払を両
立させている。 
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３ 「病院破産時の事業譲渡」 
 
医療法人 B においては病院事業における事業譲渡が行われている。医療法人 B においては
周辺エリアで病床が不足しており新規許可病床 80 床が取得可能なケースであった為、迅速
に新規許可を取得する事ができた。しかし病床が過剰である地域の場合、当該行為のよう
に簡単にはすすまない。事業譲渡自体は再生の現場にて良く活用されるスキームではある
が、実際の病院運営には保険医療機関の新規での指定許可取得が事業譲渡の前提となる。
つまり現実的には病院事業自体は病院にしか承継できないにも関わらず、手続き上病院が
事業譲渡し、新たに別スポンサーの基で事業継続する際には必ず行政の判断余地が介入す
る事となる。これは病院が事業再編行為（事業譲渡）をするにあたっての阻害要因となっ
ている。 
法的整理等の裁判所が公的な立場での介入がある場合、また企業再生支援機構等のある
種の公的な立場にて私的整理を行う場合についてはクリアできる要素ではあるが、地方の
メインバンクを中心とした民間の金融機関が病院の早期再生を行うにあたり純粋な私的整
理において事業譲渡を活用する事への制約を掛けている事に他ならない。 
 
４ 「診療報酬債権請求権の譲渡担保の有効性」 
 
倒産する病院は売上高に比べて過大な借入金がある場合が多く、病院建物・敷地には根抵
当権が設定され社会保険診療報酬支払基金および国民健康保険団体連合会に対する診療報
酬請求権は譲渡担保に提供されている場合が多い。本件に関して『病院経営の再生と実務
（経済法令研究会）』内記載「病院の清算型倒産手続き」において弁護士 永島正春氏は下
記にように述べている。 
以下抜粋 
譲渡担保権者である銀行も保険者から受け入れた診療報酬額をそのまま滞留債権に充当
する事はできず譲渡担保の一部解除または新たな貸付の形で相当額を病院運営経費として
再び吐き出さざるを得ない。そうでなければ継続的回収は図れず患者の治療手段を事実上
奪うという社会的に容認されづらい結果を招来するからである。その意味で診療報酬請求
権譲渡担保による回収は原則として長期にわたってすこしずつ行うほかない。 
                    抜粋終 
 
上記は一般的に考えると社会モラル上当然の事であると考えるがファイナンスの視点から
見た場合、譲渡担保設定を行っているにも関わらず、万一の場合には病院の診療報酬債権
が既存債権に対して担保の完全性を持たないという視点で問題が生じる。また破産申請後
は診療報酬債権の請求に際し破産管財人の捺印が必要となる為、拒否されれば銀行側は診
療報酬の振り込みを受ける事ができない。したがって診療報酬債権の譲渡担保の完全性に
42 
 
おいても十分な将来譲渡性を保有しているとはいえない事となる。ここに医療法人が一般
的に金融機関からの資金調達を行いにくい要因がある。 
 
５ 「診療報酬不正請求と破産清算時の法人格の継続性」 
 
当該事例を見る限り、不正請求が発覚した場合は同法人のおける保険医療機関としての許
可が取り消しされる可能性があり、取り消しが行われた場合において同法人格を使っての
経営の継続の道は断たれる事となる。また同じくして理事長個人においても保険指定医が
取り消される事により経営の主体となる理事長が経営を継続する事が困難となる為、現経
営者の継続支配を前提とした民事再生法の活用についても道は断たれる。したがって不正
請求により保険指定医取り消しが行われた場合、事業継続を図る為には、破産申請後の事
業譲渡のみでしか継続する手段はないものと考えられる。 
一般的に私的整理を中心とした民間企業であれば事業譲渡とともに行政側への交渉によ
り病院運営の新設許可を事前に合意することは難しい。したがって法的整理である強制力
を持たせた形で破産を活用した再生スキームは、行政管轄下である許認可事業である病院
事業において再建への有効な手段となりえる。 
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第２節 病院の民事再生 
 
第１項 病院の民事再生 
 
民事再生は前記記載のとおり 1999 年に制定、2000 年に施行された民事再生法に基づく新
しい制度であり従来の和議を発展的に解消してできたものである。任意整理による私的整
理とは異なり裁判所の認可を受けた再建計画に基づいて債務者の再生を図り債権者は再生
計画に応じた弁済しか受ける事はできない制度である。債権者側の目線として担保権者の
担保権の実行に際しては最終的に実行そのものを止める事ができないものの一定の要件下
で裁判所は停止命令を出す事ができる。一方債務者(再生事業者)の目線としては、一定の制
限行為を受ける事はあるものの従来の債務者がそのまま経営を行う事が認められる。 
 民事再生の難点は債務者・債権者ともに倒産というイメージが発生する事である。特に
病院という医療提供する場での倒産イメージは患者の集客に影響を与えるだけではなく、
地域経済の血流を担っている地域金融機関にとって地元でのマイナスイメージが付きまと
う事となる。したがって病院・金融機関側ともにまずは再生ステージに債務者が陥った段
階で私的整理の可能性を模索し、利害関係者が複数存在し全員の意思統一が図れない状況
が確認できた段階で法的整理を検討する事になるのであろう。そのような意味で主要な債
権者の支持の下、法の強制力を使用し複雑な権利関係をまき直す意味での制度と認識でき
る。 
 2,000 年の施行後、病院(病床 20 床以上・個人経営・法人経営含む)の民事再生申請件数
は民事再生法 47 件、内法人名の判明する 28 件分存在している。申立代理人・監督委員に
アプローチし民事再生計画を取得・分析する中で、医療法人 C(再建型・事業再編行為無)・
医療法人 D(再生型・事業再編行為有)・医療法人 E(清算型)の民事再生法を活用した全ての
ケースの民事再生計画を取得できた。次に各ケースの詳細について見てゆきたい。 
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第２項 医療法人 Cのケース(再建型・事業再編無の民事再生) 
 
法人概要 
19XX 年に開設、19XX 年に法人化。地元密着型で精神科診療・アルコール診療・内科診療
を有する病院。現理事長は国立医科大学卒。20XX 月に内部昇格により理事長へ就任してい
る。地元にて最大規模の精神科医療施設となる。周囲は自然に恵まれており「やさしく生
命を守る」を診療コンセプトとし、鉄格子のない精神科医療を提供している。同エリアで
精神科・神経科の｢新 C 病院｣、アルコール依存症治療専門の「新 C 病院 分院｣、そして指
定介護療養型医療施設の｢新 C 記念病院｣の 3 病院を併設している。医療法人の出資持分
（18M）については現理事長（１名）が保有している状況。 
 
運営施設 
名称 規模 病床種別 備考 
新 C 病院 
新 C 病院分院 
新 C 記念病院 
444 床 精神 291 名 
アルコール 63 名 
介護療養 90 名 
外来  
内科・精神科・神経科 
居宅介護支援事業所    
 
法人沿革 
19XX 年 6 月 地元に旧 C 病院開設 
19XX 年 1 月 医療法人 C として医療法人化 
19XX 年 新 C 病院分院（北館）完成 
19XX 年 第二分院・体育館完成 
19XX 年 2 月 本館移転 
19XX 年 9 月 琵琶湖保養所購入 
19XX 年 5 月 社宅完成・屋久保養所購入 
19XX 年 12 月 不動産購入 
19XX 年 5 月 不動産売却 
19XX 年 10 月 増築工事完成 
19XX 年 12 月 新 C 病院へ名称変更 
20XX 年 4 月 介護療養型施設を併設 
20XX 年 6 月 従業員賞与 5％カット･従業員の退職 
20XX 年 7 月 別館アルコール病棟休止 
20XX 年 3 月 現理事長が理事長就任 
20XX 年 5 月 新 C 病院を統合（分院と統合）。建築費 1.5 億 
45 
 
20XX 年 1 月 薬品業者・給食業者への滞納発覚 
20XX 年 6 月 小切手１回目不渡り 
20XX 年 7 月 民再手続き開始申立 
20XX 年 11 月 民事再生計画提出 
20XX 年 11 月 民事再生計画再生計画認可 
20XX 年 3 月 再生計画終了 
 
直近 3 カ年 BS                            単位：百万円 
 20X1/3 期 20X2/3 期 20X3/3 期 備考 
 現金・預金 170 90 94  
 売掛金 278 321 367  
流動資産計 484 450 494  
 建物 2,938 2,937 3,163  
 土地 1,094  1,094 1,093  
減価償却累計 △2,271 △2,326 △2,342  
固定資産計 2,047 2,117 2,134  
投資計 108 131 725 理事長向け貸付 
資産の部合計 2,639 2,698 3,354  
 買掛金・未払 78 147 108  
 短期借入金 65 37 50  
流動負債計 161 205 217  
 長期借入金 1,581 1,615 2,199  
固定負債計 1,606 1,635 2,286  
資本計 872（33.0%） 857（31.7%） 851（25.3%）  
負債の部合計 2,639 2,698 3,354  
直近 3 カ年 PL                            単位：百万円 
 2005/3 期 2006/3 期 2007/3 期 備考 
医業収入 1,879 1,993 2,234  
 給与費 894 963 1,158 07 年退職金増加 
 材料費 421 459 476  
経費 415 449 482  
 減価償却費 60 55 55  
医業利益 89 67 63  
 支払利息 53 77 67  
経常利益 31 2 △2  
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税後利益 23 13 8  
C/F 83 68 63  
EBITDA 144 134 120  
 
民事再生に至る経緯 
当該法人は 20XX 年 3 月に新理事長に交代後、20XX 年当時、業績拡大に向け他県の医療
法人のＭ＆Ａを積極的に展開する方針をとる。しかし新任の理事長自身の経営者としての
経験不足の中で、事務長を中心とした周囲の取り巻きへの監視が行き届かず、事務長が主
体的に行った度重なる投資が損失を生み民事再生法適用にいたる。下記にその一部を記載。 
 20XX 年 5 月 医療法人 CD に関するＭ＆Ａ 
売買代金 17 億、手付金 1 億、弁護士費用 0.8 億支払後破談 
 20XX 年 6 月 理事長知人への貸付 3 千万円後逃亡 
 20XX 年 8 月 事務長が土地購入 1.5 億 
 20XX 年 10 月 事務長が土地購入 1.45 億 
 20XX 年 1 月 事務長が老健用土地購入 0.1 億 
 20XX 年 3 月 事務長が土地購入 0.4 億 
土地購入資金についての資金調達は、法人貸付→理事長経由→ＭＳ法人にて購入。老健
用土地購入については既に資金繰り厳しく資金調達の為の不動産担保として不動産を購入
している様子である。 
 申立代理人としては当該法人が診療報酬ファクタリングを行っており破産した場合、一
括回収により一般債権者は何ら配当を受けることができないと判断し、民事再生法の申請
をおこなった。 
 
民事再生計画概要 
１．再生債権  
 債権者数 総額 
再生債権 77 名 370 百万円 
10 万円以上 50 名  
10 万円以下 20 名  
未詳 7 名  
２．弁済方法 
元本 10 万円以上＝90%に相当する元本・利息について免除、開始決定以降の利息は免除 
         10 万円は一カ月以内、残額は 10 年弁済、毎年 1 月末支払 
元本 10 万円以下＝開始決定以降の利息は免除 
         再生計画認可決定から１カ月以内に支払う 
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３．有利子負債（銀行債務）について 
 額面総額 1,801 百万円  
担保付債権として保全されていない債権に対して２記載と同様の取り扱い。 
担保：病院・体育館・寄宿舎 
４．リース債権（未詳） 
個別に弁済協定締結 
５．共益債権 
随時弁済 
６．一般優先債権 
公租公課 56 万円は随時弁済 
 
再生債権については 90%カット。有利子負債については担保にて保全されているもの自体
は別除権扱いとなるが保全が効いていない部分については元本・利息ともに 90%のカット
をおこなっている。根抵当にて設定している担保（病院・体育館・寄宿舎）提供している
病院不動産・体育館について実質換金性はない。民事再生申請時には現金についても債権
者口座から移す事が通例である。 
 
図 3-2-2-1 BS/PL 俯瞰図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
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第３項 医療法人 Dのケース(再建型・事業再編有のプレパッケージ型民事再生) 
 
民事再生再建型のケースとして事業再建行為のスポンサーとなる法人を事前に調整（プレ
パッケージ）して再建計画を提出しているケースが近年増加している。本件に関しては再
生債務者へコア事業である病院を残し、不採算の老健施設をスポンサーへ売却しているケ
ースである。 
 
法人概要 
法人は創業 15 年 地域のかかりつけ医機能を持つ一般病院。周辺は高齢化傾向が高く当該
地域において２番手の病院の規模。20XX 年当該病院から７ｋｍはなれた近隣市にて介護老
人保健施設を開業。周辺駅からの交通の便悪くまた当該病院からの紹介患者が入居するに
は距離が遠いとの事で建築後 7 年立つも稼働率は低調。病院の収益から老健の赤字を穴埋
めする経営が続いている。 
 
運営施設 
名称 規模 病床種別 備考 
D 病院 54 床 一般 外科・整形外科 
老人介護保険施設    
 
直近業績                             単位：百万円 
 20XX/3 20X1/3 20X2/3 
売上高 844 967 1,016 
利益 33 88 79 
 
法人沿革 
19XX 年 12 月 創業・法人化 
20XX 年 老人介護保険施設を新設 
20XX 年 1 月 監督命令 
20XX 年 2 月 民事再生手続き開始 
20XX 年 10 月 再生裁判所事業譲渡に対する許可 
20XX 年 11 月 民事再生計画提出 
20XX 年 3 月 老人介護保険施設事業譲渡 
20XX 年 1 月 債権者集会 
20XX 年 3 月 再生計画終了 
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民事再生に至る経緯 
 
20XX 年 老人介護保険施設を近隣市に設立、本院病院からの患者数の受入上限から入院不
能患者や長期治療患者を当該老健への紹介する事を想定していたが、当初の計画を上回る
建築コストの負担・老健への距離の問題から当該施設への入居は思わしくなく、低稼働状
態が日常化。メインバンクとの相談の上民事再生計画の申請に至る。 
申立代理人の見解では、民事再生申立原因の理由として介護老人保健施設の有利子負債
の増大と同施設の低稼働が原因との見解であり、同施設の譲渡を実行し再生債務者が病院
の運営に特化する事による経営の安定化により再建が図れるとの方針であった。 
 
民事再生計画概要 
 
 老健施設の事業譲渡 
再生債務者が行う業務は、D 病院と介護老人保健施設の運営であるが、介護老人保健施設
は社会福祉法人 DE に譲渡する（20XX 年 10 月再生裁判所事業譲渡許可）。譲渡に関しては
社会保険診療報酬支払基金理事長・関東甲信越厚生局長・知事の承諾、再生債務者及び定
款変更に関する県知事許可、債権者となる独立行政法人福祉医療機構の免責的債務引受に
対する承諾手続き、同施設敷地および周辺の土地の相続関係処理をふくめた上で 20XX 年 3
月を目途とする。介護老人保健施設の業務に従事する再生債務者の従業員（パート含む）
はすべて社会福祉法人側で雇用し従業員の雇用確保を図る。 
 なお介護老人保健施設は国および県より補助金の給付を受けた施設であり、同施設の譲
渡により補助金適正化法に基づく補助金の返還義務が生じるか否かが問題であった。この
点国及び県の補助金にかんする担当窓口である健康福祉部医療整備課より、本件は補助金
の対象施設の対価が同施設に担保設定している独立行政法人福祉医療機構の債務引受のみ
であり同法人の担保付のまま（債務者変更手続き）譲渡による約定である事から補助金返
還を要さない方向で施設譲渡に関わる手続きを進めるとの見解を得ている。 
 なお老人介護保険施設に付随している研修所についても社会福祉法人に売却譲渡代金を
原資として弁済する。 
 
 不動産の買い戻し 
職員駐車場の土地は再生債務者所有かつ無担保であるが、それ以外の病院建物、看護士寮
兼事務室棟は現理事長（再生手続き中）、託児所・医師住宅兼看護師寮・及び病院敷地の一
部については現理事長および事務長（再生手続き中）の共同所有である。これらの個人所
有の不動産はすべて担保設定されているが再生債務者理事長および同理事とその別除権者
間において監督委員の同意を得たうえで別除権協定を締結し同法人が買い取る。職員駐車
場については第三者へ売却予定。 
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 再生債権 
民事再生手続き開始決定日以降の利息・遅延損害金の免除をうけ、再生債権 10 万円までは
全額支払い、10 万円を超える部分についてはその 20%を弁済し残額については免除を受け
る。弁済額は 10 年間の分割支払いとするが再生計画認可決定確定後３カ月以内の日を第一
回弁済日とし、第一回弁済日に弁済額の 10 万円までの部分 及び 10 万円を超える部分の
12%相当する額を支払い債権者の早期回収を図る。 
 
 別除権付き有利子負債（銀行借り入れ） 
上記別除権の処分に不足する部分に関しては上記再生債権と同様の取扱い。 
 共益債権 
1,771 万円については随時支払。 
 一般優先債権 
公租公課 676 万円については随時支払う。 
 労働債権 
労働債権に関しては随時支払う。 
 
図 3-2-3-1 BS/PL 俯瞰図 
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図 3-2-3-2 本件取組におけるスキーム図 
 
 
本ケース概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
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第４項 医療法人 Eのケース(清算型のプレパッケージ型民事再生) 
 
次に再生債務者を清算しスポンサー企業に実質買収される清算型の民事再生について確認
したい。本件については民事再生前に事前にスポンサー側の交渉・合意を行っていること
からプレパッケージ型の民事再生に該当する。 
 
法人概要 
当該法人は 19XX 年 6 月に医療法人社団 DE 病院として設立。その後現理事長が買収す
ると同時に名称変更し医療法人 EE に変更、その後追加で買収した病床許可枠付きの法人格、
に合わせ法人名を医療法人 E に変更。 
理事長は国立医科大学卒、３病院を歴任後医療法人 EE 病院理事長に M&A で就任。 
 20XX年5月に開設した新病院についてはガン検診を主体としたＰＥＴ（陽電子画像装置）
による検診を展開、設備投資 23 億円、運転資金 5 億円を調達している。 
 
運営施設 
名称 規模 病床種別 備考 
病院 86 床 一般 診療科目 9 科目 
新病院 84 床 一般 診療科目 7 科目 
法人沿革 
19XX 年 6 月 前理事長が医療法人社団 DE として設立 
19XX 年 4 月 現理事長が同医療法人を買収、医療法人 EE に名称変更 
20XX 年 3 月 医療法人 E に名称変更 
20XX 年 4 月 新病院設立許可 
20XX 年 6 月 新病院にて労災指定病院に認定を取得 
20XX 年 6 月 一回目の債務支払遅延 
同月 二回目の債務支払遅延 
20XX 年 7 月 三回目の債務支払遅延 
20XX 年 8 月 新病院にて病院構造設備使用許可取得 
20XX 年 9 月 再生手続き開始申立 
同月 保全命令 
20XX 年 12 月 医療法人 EF に事業譲渡 
同月 医療法人 E を清算 
20XX 年 4 月 再生計画案の提出 
 
 
 
53 
 
民事再生に至る経緯 
 
本件の民事再生に至る原因は、新病院に対する杜撰な投資計画が原因である。当初の計
画では 20XX 年 2 月以降段階的に開院、同年６月の全面開院を経て 20X１年 3 月期に売上
高 27.5 億・経常利益△1.6 億、20X2 年 3 月期に売上高 36.6 億・経常利益△1.0 億、20X3
年 3 期 42 億、経常利益 0.2 億で黒字転換という計画を立てていた。 
 しかし新病院の立ちあがりは PET 施設に対する文部科学省の施設許可取得が当初計画よ
りも３カ月遅れ OPEN までさらに 3 カ月、合計 6 ヶ月の計画遅延により追加運転資金が約
12 億必要と算出された。主力取引薬品会社、リース会社等に対しての約 1 年のリスケジュ
ール要請、申立人による診療報酬担保における約 3 億円の DIP ファイナンス等による調達
を行った。 
 PET 受診者の大幅な人数増加に頼る事業計画の限界ではあるが、リスケジュール期間中
の損益分岐点 875 名/月も達成できない状況であり、理事長も当時の事業計画の甘さ、現状
の計画遂行姿勢に対しての問題があるとの判断からメインバンク側が主体となり民事再生
の申し立てを申請。申立代理人は同法人格・同理事長の経営を前提とした再建は債権者の
同意が得られないとの判断。買収申し出のある医療法人への譲渡を前提とした清算型の民
事再生計画案を作成した。 
 
民事再生計画概要 
 
 事業譲渡・清算について 
再生債務者においては 2003年 12月１日営業譲渡契約を締結し同月 12日裁判所の許可
を経て医療法人 E を清算。この為本再生計画においてはその代金を持って再生債権者
に対する弁済を行い、その後再生債務者の清算を行うものとする。 
 再生債権・一般条頄 
債権者総数 75 名 
確定債権総額 5,137 百万円 
 内訳 元本 4,017 百万円 
 利息・損害金 120 百万円 
元本 2,326 万円以上の再生債権＝再生計画認可決定確定後 30 日以内に元本の 4.3%に相当 
               する金額を一括して弁済する。 
元本 100 万円以上-2,326 万円 ＝再生計画認可決定確定後 30 日以内に 100 万円を一括 
の再生債権         して弁済する。 
元本 100 万円以下の再生債権 ＝再生計画認可決定確定後 30 日以内に元本全額を一括 
               して弁済する。 
上記弁済を行った内残余債権の全額の免除を受ける。 
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 有利子負債（銀行借り入れ） 
別除権行使によって弁済できない債権部分が確定していない再生債権者及び別除権の目的
物は、上記再生債権と同様。 
 
 一般優先債権 
随時弁済する。 
 
 共益債権 
20XX 年 4 月までに発生した共益債権の内未払いのものは以下の通りである。 
債権者    地方銀行 
債権額    470 百万円 
債権発生原因 診療報酬債権に対する譲渡担保権の解除により再生債務者に返還した診療 
       報酬。この債権については再生計画認可決定後速やかにその 4.3%に相当 
       する金額を一括して弁済し、本再生計画に基づく他の全ての債権に対する 
弁済を実行し得る範囲まで共益債権としての優先弁済請求権の放棄を受 
ける。 
その他の共益債権については随時弁済を行う。 
 
図 3-2-4-1 本件再建ケース概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：筆者作成 
出所：筆者作成 
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第５項 病院民事再生にみる論点 
 
１． 「医療機能継続とスムーズな再生という視点における民事再生を活用した     
事業譲渡」と「行政・メインバンクの関与」 
 
当該事例の中を見る限り本業に関連する新規事業投資失敗によるコア事業・ノンコア事
業の切り離しにおいて民事再生法の活用が多く見て取れた。通常の株式会社であれば私的
整理を中心としたメインバンクと債権者との交渉の中で行われてもよいと考えられるが、
医療法人は独立行政法人 福祉医療機構からの借り入れを行っており安易な債権カット交
渉が困難な点・病院建築において行政からの補助金を取得しており事業譲渡に際して補助
金返還の可能性が存在する点・譲渡後の事業継続許可に行政の許可（関与）が必要である
点が、私的整理において事業譲渡を行う際の制約となり、法的整理による事業譲渡を活用
する理由として推定される。 
 また医療法人 E ケースの事例においては民事再生計画の申請者がメインバンクを中心と
した債権者の場合に清算型の事業譲渡の方式がとられていた。これは理事長である医師と
申立て債権者であるメインバンクの交渉との合意が取れなかった事により、ある種メイン
バンク側が強制的な事業継続手段を取らざるを得なかった事が考えられる。一方、医療法
人 D においては同じく新規事業における事業の失敗であるが、民事再生法の申請を行った
法人も再建の対象法人として主体となり事業は継続されている。当該ケースにおいては経
営者が主体となり民事再生を申請しているが理事長を中心とした経営陣はそのまま経営者
として存続している。 
 数尐ない事例の中であるが、民事再生法における再建・清算型の手法の選択においては、
現経営陣と最大権者であるメインバンクとの関係性に依存している可能性がある。また事
業譲渡時の許認可の継続を取得する手段として法的整理が活用されている可能性がある。 
 
２． 「民事再生法と経営者交代」 
本件ケースにおいてメインバンク主導による民事再生法申請が行われた清算型の医療法人
E を除き、再生型の取組においては従前の経営者がそのまま事業を継続し運営を行っている。 
民事再生法の立法趣旨からすると現経営者を中心として事業再生を図る同法に合致してい
ると言える。しかし金融機関を中心とした債権カットが伴う私的整理においては、金融機
関内部の社内決済上の落とし所として経営者交代まではいわないまでも、なんらかの経営
責任をもとめる事が一般的ではないであろうか。そのような意味で考えると現経営者の視
点において仮に当該事業において自分が代表権をもつ立場で事業を継続したいという意思
を持っていたならば、最大債権者であるメインバンクの意向が中心となる私的整理を選択
するよりも、民事再生法を活用し現経営者として残れる道を選択する方が合理的であると
言えるのではないであろうか。 
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次に民事再生法の取組を分析するにあたり、比較対象として私的整理における取組を確
認してゆきたい。私的整理のケースとしては現在、株式会社 企業再生支援機構法によっ
て運用されている企業再生支援機構の取組を検討する。 
本来であれば、債権者、債務者の二者間で交渉を行っている純粋な私的整理のケースに
て比較すべきである。しかし純粋な私的整理については債権者債務者との合意により水面
下で成立しており、公表されている私的整理の事例がほとんどない。また一部の雑誌等で
取得できる情報においては利害関係人からの直接のヒヤリングではない為、真意の確認が
困難である。 
一方、企業再生支援機構による取組は、私的整理の中でも法律の強制力に基づいて活動
を行っている点から考えると私的整理の中でもある種、法的整理に近い特殊な取り組みで
あると理解できる。しかし当該機構は法律により支援時の情報公開義務を負っており、正
確な取り組みの状況が把握できる為、本件ケースを採用し民事再生計画との比較を検証し
たい。 
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第４章 企業再生支援機構における私的整理取組 
第１節 企業再生支援機構とは 
 
企業再生支援機構は地域経済の再建を図り、併せてこれにより地域の信用秩序の基盤強化
に資するようにするため、有益な経営資源を有しながら過大な債務を負っている中堅事業
者、中堅企業者その他の事業者の事業の再生を支援する事を目的として、国の許可法人と
して設立された株式会社である。2009 年 10 月の設立から 5 年間で業務を完了するよう努
める時限的な組織であり、設立から２年以内（主務大臣の許可を受けた事業者については 2
年 6 ヶ月以内）に支援決定を行い、各案件についてそれぞれ支援決定先から３年以内の支
援完了を目指している。また基本方針として下記３方針を掲げている。 
 
１．経済活性化を先導する事業再生モデルの創造 
２．我が国の事業再生市場の強化・拡大 
３．経営人材、事業再生人材の確保・育成・地域への還流 
 
メインバンクが独自で利害関係を調整するよりも下記５点のメリットがあるとしている。 
 
１．利害調整の円滑化機能    （公正・中立的な第三者） 
２．資金支援機能        （ファンド機能） 
３．プロフェッショナル人材の派遣（ハンズオンによる専門家の助言） 
４．税負担の軽減機能      （債務免除・資産評価損・再生途中への税負担無） 
５．債務者区分の改善      （貸出条件緩和債権からの除外） 
 
2011 年 11 月 10 月 17 日現在、全 17 の企業の支援決定が公表されているが、その内 4 件
が医療法人に関わる再生支援である。法人名としては「医療法人 養生院」「医療法人 全
人会」「財団法人 大原綜合病院」「医療法人 博悠会」の４法人が挙げられる。詳細な事
業 DD 等を踏まえた分析については本論文にて触れることは控えたいと考えているが、公
開・IR 資料を基に再生取組における背景、経営者・債権者との利害関係に絞って確認して
ゆきたい。なお、「医療法人 博悠会」についてはリスケジュールを主体とした金融支援で
あり大幅な事業再編等を行っているものではない為当該論文では省略する。 
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第１項 医療法人 養生院のケース 
 
１．概要 
対象    ：医療法人養生院 
連名申込人 ：株式会社 横浜銀行 
買取申込期間：2010年７月 7日（水）から 2010年 9月 10日（金）まで 
回収停止要請：法 27条 1頄に基づき「関係金融機関」に対して上記６に記載する買取申込
み等の期間の満了までの間、対象事業者に対し債権の回収その他の債権者との権利行使を
行わないように要請。 
商取引債権 ：影響なし 
 
支援の意義 ：対象事業者は神奈川県内で一般病院および介護老人保健施設を営む医療法
人であり対象事業者は①高齢者を対象とする医療、介護、在宅支援サービス等に重点を置
いている事。②地域医療で不足している診療分野（急性期と介護施設との間である亜急性
期から慢性期）を担っている事から地域への貢献は大きい。 
 
 機構の役割  
機構は下記３点の役割を果たす。 
①金融債権者調整による有利子負債の圧縮 
関係金融機関に対して債権放棄等の金融支援を依頼することにより過大な有利子負債を圧
縮し対象事業者の財務体質改善を図る。 
 
②新規融資による事業再生の推進 
メインバンクである横浜銀行と協調して運転資金及び構造改革資金等を融資する事より資
金繰りの安定化、事業再生を推進。 
 
③専門人材の派遣による経営管理体制の強化について 
経営人材を派遣し地域のニーズに応じたポジショニングを確立する。 
 
 開設する医療介護事業所 
医療法人養生院 清川病院 
医療法人養生院 介護老人保健施設かまくらしるばーほーむ 
住所    ：神奈川県鎌倉市小町二丁目 13-7号 
従業員   ：241名 
取引金融機関：株式会社横浜銀行・独立行政法人福祉医療機構・神奈川県信用保証協会 
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 財務状況 
 2010年 3月期 
医業収入 2,131百万円 
営業損失 37百万円 
有利子負債 2,543百万円 
 
 支援申込みに至った経緯 
対象事業者は、1981年（明治 24年）頃に開設した診療所を前進とする法人であり、神奈川
県鎌倉市内において一般病院及び介護老人保健施設等を運営し特に高齢者医療及び介護サ
ービスに重点を置き展開している。業歴は 100 年以上、1993 年頃に実施した病棟建替工事
に際し、設計・施行業者の変更や工事予定地で遺跡が発掘された事により病棟一部の閉鎖
が長期化、有利子負債が膨らむ事となった。また医業機関の機能分化の流れにそぐわぬ運
営を長期おこなわれ医業収入が伸び悩んだ事から資金繰りにも逼迫することとなった。 
このような状況下株式会社横浜銀行と協議の基、過大債務の解消、病床機能の転換、組織
体制の再構築による事業再生計画を立案・事業の再生を図るべく株式会社 企業再生支援
機構に対しての再生支援の申込みを行う事とした。 
 
２．主要施策 
 病床機能転換 
入院患者受入、一般病床での治療、療養病床と老健のケア、在宅復帰支援という診療サイ
クルを確立。 
 経営管理 
内部職員の補充・外部人材を活用し医事・経理機能の強化と経営会議における整備 
 関係金融機関への支援 
関係金融機関に対して借入金総額２５億円の内、８億円の債権放棄。残債権においても貸
付条件の変更（横浜銀行に対する３億円の資本的劣後ローン（DDS））を依頼する。 
・対象事業者の対象債権の元本総額   2,493百万円（A） 
・うち買取に関わる債権の元本額    470百万円 （B） 
・うち対象事業の再生計画にしたがって管理、または処分することについて 
同意された債権の元本額       2,023百万円（A－B） 
 資金計画 
横浜銀行による支援 
 経営責任 
理事長等の経営者は退任、役員退職金を放棄 
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図 4-1-1-1 取組スキーム概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：企業再生支援機構説明会資料から 
□機構と主要行は連携して養生院の事業再生を支援する。 
 ①機構は金融債権者に債権放棄等の金融支援を依頼、金融債権者の希望に応じて買取。 
 ②機構と主要行は事業再生に必要な運転資金・構造改革資金を協調融資。 
 ③機構と主要行は養生院に理事・評議員等を派遣し事業再生支援する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
金融機関(主要行含む) 
 
養生院 
 
債権 
25 億円 
金融機関(主要行) 
②融資最大 1.2 億円 
【資金使途】運転資金 
②最大融資１億円 
運転資金・構造改革資金 
③役員等の派遣 
債権放棄 8 億円 
資本的劣後ローン  
３億円 
 
 
 
 
機構 
③役員派遣 
①債権者間調整（買取対象） 
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第２項 医療法人 全人会のケース 
 
１．概要 
対象    ：医療法人 全人会 
連名申込人 ：東京チャレンジファンド 
買取申込期間：2010年 8月 24日（火）から 2010年 9月 29日（水）まで 
回収停止要請：法 27条 1頄に基づき「関係金融機関」に対して上記６に記載する買取申込
み等の期間の満了までの間、対象事業者に対し債権の回収その他の債権者との権利行使を
行わないように要請。 
商取引債権 ：影響なし 
支援の意義 ： 対象事業者は調布市内で介護療養医療施設を営む医療法人。とくに①高齢
者を対象とする医療・介護に重点を置いている事②調布市を含む北多摩南部保険医療県は
病床不足地域である事に加え、調布市内で唯一の介護療養型医療施設である事から地域へ
の貢献は非常に大きいものといえる。対象事業者医師・看護師等医療従事者を相当数確保
しており所有する施設も調布市中心部で駅に近く、利便性の高い立地であり対象スポンサ
ーによる支援を受け早期の事業再生が可能と判断した。 
 機構の役割 
金融機関・スポンサーとの利害調整のみ。債権買取・融資は行わない。 
 
 開設する医療介護事業所 
多摩川病院・訪問介護ステーション・デイサービスセンター 
住所    ：東京都調布市国領町五丁目 31番 1番地 
従業員   ：119名（別途非常勤 62名） 
取引金融機関：東京チャレンジファンド投資事業有限責任組合・有エヌ・エル・シー・東
京信用保証協会・多摩信用金庫 
 財務状況 
 2010年 3月期 
医業収入 1,485百万円 
営業損失 102百万円 
有利子負債 2,430百万円 
 
 支援申込みに至った経緯 
創業は 80 年以上同地域における医療・介護機関として活動してきたが 1983 年、弁済可能
な事業収支が見通せない中、大規模改築に踏み切りその資金として多額の借入を行った。
結果元利金負担に耐え切れず約定弁済条件の緩和を受けた後に収支均衡を狙った介護療養
病床への転換を行ったが診療報酬の政策転換により収入が減尐、資金繰りがひっ迫した。 
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このような状況を打開する為スポンサー支援による債務の解消、病床機能転換、経営管理
体制の構築を目的とした事業再生を図るべく機構に対しての支援申込みを行った。 
 
２．主要施策 
 病床機能転換 
現在の収入の柱である許可病床を全て介護療養病床として運営しているが、医療療養病床
に転換。増収により看護士増員コストを吸収する。 
 経営管理機能の構築 
全事業を大和会へ事業譲渡する。療養病床の運営を軸に安定した経営基盤を要する平成博
愛会の経営管理下に置く事で改善が達成される。 
 対象事業者借入債務総額の 24億円の内約 16億円の債権放棄を依頼 
 経営者の責任 
事業譲渡を実行し清算手続きを行う為、役員の地位を喪失する。対象役員は大和会の役員
には就任しない。退職金は放棄。 
 出資者３名は清算行為により残余財産の分配はされない。 
 
図 4-1-2-1 スキーム概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：企業再生支援機構説明会資料から 
□スポンサーへの事業譲渡による第二会社方式 
□事業譲渡後の法人は清算手続きに移行する予定 
□機構役割 ①債権者間の調整 ②スポンサー・債権者間の調整。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A ファンド 
B ファンド 
C 信用保証協会 
D 信用金庫 
医療法人 全人会 
（対象事業者） 
医療法人 大和会 
（スポンサー） 
 
 
 
譲渡代金による弁済 
24 億円に対して 8 億円弁済 
残債約 16 億円の債務放棄 
株式会社 
企業再生支援機構 
 
債権者間の調整 
スポンサー・債務者間の調整 
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第３項 財団法人 大原綜合病院のケース 
 
１．概要 
対象    ：財団法人大原綜合病院 
連名申込人 ：株式会社 東邦銀行 
買取申込期間：2011 年 2 月 10 日（木）から 2011 年 2 月 23 日（水）まで 
回収停止要請：法 27 条第１頄に基づき「関係金融機関等」に対して買取申込み等期間の満 
       了までの間、対象事業者に対し債権の回収その他債権者としての権利行使 
       を行わないよう要請。 
商取引債権 ：影響なし 
支援の意義 ：対象事業者の運営する大原綜合病院は地域医療支援病院、地域周産期母子
センターとして、福島市含む県北保険医療圏の救急、産科、小児科医療の中核的役割を担
っており地域貢献が大きい。 
 
機構の役割 ：機構は下記３点の役割を果たす。 
①関係金融機関等調整（債権買取） 
関係金融機関に対して債権放棄等の金融支援を依頼することにより過大な有利子負債を圧
縮し対象事業者の財務体質改善を図る。 
 
②対象事業者が受ける新規融資（上限 10 億）に対する保障 
東邦銀行と協調して運転資金等の融資枠を設定することにより資金繰りを安定化、対象事
業者の確実な事業再生を推進する。 
 
③経営人材の派遣。 
経営人材を派遣する事により経営管理体制を強化、対象事業者が安定した経営基盤を構築
できるよう支援する。 
 
 開設する医療介護事業所 
･大原綜合病院 
･大原医療センター 
･清水病院 
･大原健康クリニック 
･大原研究所 
･大原看護専門学校等 
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住所：福島県福島市大町６－１１ 
従業員：常勤 688 名・非常勤 98 名 
 取引金融機関 
東邦銀行・独立行政法人 福祉医療機構 
 財務状況：（単位：百万円） 
 2010 年 3 期 
医業収入 8,599 
医業利益 15 
有利子負債 7,585 
 支援申込に至った経緯 
対象事業者は 1990 年に本院から一部の診療科を切り離し、センターを開設したことで有
利子負債が 97 億円（1993 年 3 月期）まで拡大し医業利益も▲９億円（1991 年 3 月期）ま
で大きく落ち込んだ。 
 東邦銀行は 1991 年に当法人に対し収益確保と組織強化の検討を要請、その結果創業者一
族が理事を退任し東邦銀行から理事及び財団運営幹部を派遣した。また 1994 年高田厚生病
院から新理事長が招聘され現在に至っている。 
 しだいに医業利益は最大２億円まで回復、97 億あった借入金も 2006 年には 75 億円まで
圧縮。しかし本院および病床稼働低下を理由に医業利益が急速に低下、2008 年、2009 年に
は資金繰りに窮するようになった。この危機に際し 2009 年福島県立会津総合病院の病院長
を務めていた医師を本院の院長に招聘し医業利益は１億円を見込めるまでに回復。一方で 
対象事業者の本院は築 37年以上であり老朽化がすすんでいる状況であるが十分な資金調達
ができない状況であることから、機構を利用した新病棟建築構想を見据えた再生を図る。 
２．主要施策 
 経営体制の強化 
 県立医大との関係を強化し安定的な医師供給体制を図る。また経営改善の進んだ本院の
院長を法人統括とし法人全体の経営体制の整備。加えて機構・東邦銀行から理事、評議員 
の派遣を受け事業再生計画遂行等について適切なモニタリング体制を構築。対象事業者の
理事及び評議員については一旦退任、新体制へ移行する。財団の為出資者は存在しない。 
 金融機関等への金融支援依頼 
対象事業者は対象債権総合 7,254 百万円の内 6,000 百万円の債権放棄の依頼（DES 含む） 
･対象事業者の対象債権の元本総額 7,254 百万円（A） 
･うち買取に関わる債権の元本額  3,637 百万円（B） 
･うち再生計画に従って管理または処分することについて同意された債権元本 
             3,627 百万円（A－B） 
なお一般債権の取扱いには、影響しない。 
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 運転資金確保 
有休不動産の売却、および東邦銀行による融資 1,000 百万円の枠内調達。なお同融資につ
いては機構より残高の 50％につき保証をする。 
図 4-1-3-1 取組スキーム概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：企業再生支援機構説明会資料から 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
金融機関（主要行含む） 
大原綜合病院 
（対象事業者） 
金融機関（主要行） 
 
 
 
 
機構 
 
 
 
 
③融資最大 10 億円 
【資金使途：運転資金】 
④役員等の派遣 
①債権者調整 
遊休不動産 
（売却） 
 
  
②売却 
③代金 
債権 72 億 
債権放棄 
60 億 
DES 含む 
③50％保証 
④役員等の派遣 
⑤建築資金にも支援か？ 
（メインバンク支援含む） 
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第５章 結論 
第１節 取得データから見る病院再生取組における傾向 
本件論文に作成にあたり取得できた全てのデータを確認し、病院の各取組における再生事
案に見る傾向を述べたい。下記は破産による清算をのぞく何らかの手段、具体的には「破
産後事業譲渡」、「民事再生法による再建」、「私的整理(株式会社 企業再生支援機構)による
再建」が行われた取組において取得できたデータの一覧である。まずは下記データを参照
いただきたい。 
 
 破産による再生ケース 
(単位：百万円)
対象 創業 種別 病床 経営者交代 事業再編 債権カット 破産時資産 破産時負債 破産時債務超過
医療法人B 1995 療養 95 有 有 有 1,408 4,000 ▲2,592
清算
理由
不正請求
 
 
 民事再生による再生ケース 
対象 理由 創業 種別 病床 経営者交代 事業再編 債権カット 再生債権弁済率 別除権 リース債権 共益債権 一般優先
医療法人 患者減少 1981 ケアミックス 350 有（院長） 無 有 0.04% 別途 未詳 未詳 未詳
医療法人D 増築・改築失敗 1996 一般 54 無 事業譲渡 有 20.00% 別途 別除権と同様 随時弁済 随時弁済
医療法人 詐欺 1987 一般 187 無 無 有 20.00% 別途 別除権と同様 随時弁済 随時弁済
医療法人E 増築・改築失敗 1989 一般 170 有（清算） 事業譲渡 有 4.30% 別途 未詳 随時弁済 随時弁済
医療法人 グループ連鎖倒産 1981 療養 94 無 無 有 19.03% 別途 一括弁済 随時弁済 随時弁済
医療法人 グループ連鎖倒産 1966 精神 296 無 無 有 未定 未定 未定 随時弁済 随時弁済
医療法人C M&A失敗 1976 精神 444 無 無 有 10.00% 未定 別除権と同様 随時弁済 随時弁済
AVE 227.9 12.23%  
 
対象 再生後返済期間 スキーム 手続開始⇒再生計画認可 再生計画認可⇒終了 備考 監督命令 再生手続開始 再生計画認可 再生計画終了 同意再生
医療法人 総額弁済1.7Mのみ 未詳 約１カ月 同意再生 2006/12/22 2006/12/25 2007/2/9 2007/2/9
医療法人D 10年間 スポンサー型 約11カ月 約3年 終了 2007/1/30 2007/2/21 2008/1/30 2011/3/22
医療法人 5年均等払い 自主再建型 約2年2カ月 約2年4カ月 終了 2003/10/23 2003/11/19 2006/1/30 2008/5/19
医療法人E 一括弁済 清算型 約8カ月 約1年8カ月 終了 2003/9/17 2003/10/21 2004/6/11 2006/2/27
医療法人 10M×6年・7年後504M一括弁済 自主再建型 約1カ月 同意再生 2007/2/1 2007/2/7 2007/3/12 2007/5/13 2007/3/12
医療法人 未詳 自主再建型 約1年 継続中 2010/1/27 2010/2/2 2011/2/3
医療法人C 20M×9年 自主再建型 約5カ月 約2カ月 終了 2007/7/17 2007/12/27 2008/3/9
AVE 5.2  
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 私的整理による再生ケース 
創業 種別 病床 経営者交代 事業再編 債務カット 債権合計弁済率
1951 ケアミックス 198 有（退職金放棄) 無 有 56.7%
1958 療養 167 有（退職金放棄) 有(法人) 有 32.9%
1896 一般 429 有(理事交代) 有（不動産) 有 17.3%
AVE 264.7 35.7%
*DDS金額は債権カット金額にて含めて算出
全人会　　　　　
大原総合病院 2,373MはDDS+10億融資枠
法人名 備考
養生院　　　　　
 
法人名 再生前 再生後 再生前 再生後 支援決定 買取決定 終了
養生院 10.8 7.3 1.2 0.7 2010/7/7 2011/9/10 -
全人会 14.6 0.2 1.6 0.5 2010/8/24 2011/10/1 2011/3/31
大原総合病院 20.0 2.9 0.8 0.1 2011/2/10 2011/2/24 -
AVE 15.1 3.5 1.2 0.5
スケジュール一床当たり外部借入 売上高外部借入倍率
単位：百万円 単位：倍
   
前記データから病院再生の事例においていくつかの傾向が見て取れる。 
 
１．経営者交代の状況 
破産による再建・民事再生法における清算型の再建においては、既存の法人が清算される
事を前提としている為に当然経営者交代は行われているが、民事再生法における自主再建
型の再生を果たした病院の経営者は法的整理時点では引き続き運営を行っている(立法趣旨
に準じて経営者交代は行われていない)。一方、株式会社 企業再生支援機構に見る私的整
理の再生事例において、2011 年 11 月 20 日時点において債権カットがおこなわれている３
ケースすべてにおいて経営者の交代はおこなわれている。 
 
２．取組期間について 
民事再生において手続き開始から再生計画の許可までの期間は同意再生による早期合意を
のぞき約１年程度、株式会社 企業再生支援機構に見る私的整理の再生事例においては 
支援決定から買取決定までの期間が約 1 年程度と同様の時間を要しているが、病院再生に
最も大きな要素であるメインバンクの債権自体は担保付債権(別除権)に該当している為、民
事再生計画内では再生計画の許可の時点では当然確定しておらず、別除権の協定書自体も
締結できていないものが大半。実質再生計画の許可の時点においては水面下のメインバン
ク交渉は当然行われているが、契約としての合意がとれてはおらず私的整理よりも再生取
組としての案件の効率性(進捗度)は遅いといえる。 
 
３．債権カットについて 
民事再生計画は再生債権(担保評価にてカバーできていない金融債権、一般債権等)の金額調
整が主体となっており、病院不動産の評価によって保全されている担保付債権(別除権対象
債権)の金額は明確ではない為、再生計画が認可された時点での最終的な元本確定金額は未
詳である。したがって株式会社企業再生支援機構の私的整理取組にて明記されている元本
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確定金額と単純に比較する事は困難である。しかし、民事再生取組における再生後の再生
債権の約定返済が期間５年～１０年のフルペイアウトにて設定される割合が高い(民事再生
法を活用した再生事例にて期間満了後の他行からのリファイナンスを想定し元本をフルペ
イアウトさせない取組は１件のみ確認)のに対して、一方 株式会社企業再生支援機構にお
ける取組は期間終了後に、元本を残した上でのリファイナンスを想定した再生取組の立て
付けがおこなわれている。 
したがって病院の１病床あたりの収益性の７割は保険点数にて上限が確定しており、収
益性にある程度の上限がある事から考えると、私的整理における債権カット額よりも法的
整理における債権カット額の方が相対的に高くなっている可能性が高い。 
 
４．法的整理による事業譲渡の活用 
民事再生による再生事例 8 例の内２例(医療法人 D・医療法人 E)に事業譲渡を活用した再生
が行われている。医療法人 E の事例においては、病院経営者側とメインバンクの関係が悪
化しメインバンク側から民事再生の申し立てを行っている背景・最終的に清算型の事業再
生がおこなわれている背景から考えると法的整理を申請した上で事業譲渡を活用している
点は理解できる。しかし、医療法人 D においては民事再生後も経営者事業を継続しており、
再生計画案を確認する中で銀行側と経営者の関係は良好であるにも関わらず法的整理を活
用している。また破産による再生事例においても既存法人については清算後、事業譲渡を
活用した上での再生取組が行われている。 
 
５．運転資金について 
法的整理の自主再建型取組において民事再生計画案内においていわゆるニューマネーを外
部金融機関から調達している割合が尐ない（医療法人 E のみ診療報酬担保にて行われてい
るが、結局当該法人は清算型の再生へすすんでいる）。自主再建型ケースではすべて事業譲
渡等による売却代金・もしくは調達しない状況で再生計画が遂行されている。法的整理に
おける DIP ファイナンスは制度上存在しているが、事例を見る限り病院の民事再生案件に
際しては十分とは言えない状況と考えられる。 
 一方企業再生支援機構における取組は企業再生支援機構が保証、もしくは銀行と協調す
る形でニューマネーを供給し、機構が信用補完をする形でうまく再生債務者に対して支援
を行っている。通常病院において２カ月分の運転資金が経常的に必要であるが、債権者区
分の低下した私的整理の段階の債務者に対して金融機関側は不要な短期運転資金に約定返
済をつけて尐しでも回収する傾向がある。そのような状況で民事再生計画案が可決された
とは言え新規運転資金なくしては、売上を増加させることすら資金繰りを圧迫することと
なりスムーズな再建を行うには困難であろう。 
 
上記５点を踏まえ現状の医療法人を取り巻く倒産法制における課題を次頄に記載する。 
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第２節 現在の倒産法体系における病院再生の課題 
 
１．「私的整理より法的整理を選択する事における病院経営者側のメリットが強い」 
 
前記までの事例研究における結果を踏まえ、次ページに病院における事業継続を前提とし
た「民事再生法」と「私的整理」について病院側（経営者）から見たメリット・デメリッ
トを記載する。 
 
図 5-2-1 病院から見たメリット・デメリット 
 民事再生法 私的整理 
メリット  清算型を除き経営者は留任前
提の立法趣旨（事例においても
確認できる）である。 
 再生債権を中心とした債権カ
ット額が高い可能性あり。 
 法の強制力により行政許認可
に関わる部分についての事業
再編行為が容易。 
 
 企業再生支援機構の事例を見る
限り終結までのスピードが速い。 
 水面下での交渉が可能。 
デメリット  倒産したイメージが強い。 
 終結までに時間がかかる。 
 
 私的整理における全体像は把握
できないものの、債務免除益を立
てない前提での私的整理ガイド
ラインの活用においては、経営者
責任が追及される可能性が高い。 
 企業再生支援機構の取組を見る
限りにおいては、債権カット率が
低い。 
 許認可・補助金・独立行政法人福
祉医療機構等、行政との交渉は未
知数。（※2 記載） 
 私的整理ガイドラインを活用し
ない私的整理における債務カッ
トは免除益に対する課税の可能
性が存在する。 
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備考  民事再生計画の否決（破産によ
り清算）案件は、2000 年以後、
法人名の判明する過去 28 件中
１件のみであり低い。また判明
分の全8件の内４件は不正請求
による破産。 
 
 
2000 年以降の 20 床以上の法人名判明分の民事再生計画を見ると全 28 件中、民事再生計
画が申請段階で否決され破産に移行されたケースはわずか１件(2000 年 ますみ会)のみで
ある。したがって通常の範囲（不正請求をしない範囲）で経営をおこなっている病院が業
績悪化により民事再生法を申請している状況においては、破産法の病院に対する牽制効果
は低いと考える。再生計画案が否決されない背景には入院患者に対する移転の困難さが存
在していると推定されるが、前期各頄目を確認する中で経営者交代を前提としない会社更
生法が対象外となっている医療法人(病院)にとって、経営者の留任を前提としている民事再
生法を選択する方がメリットあるといえるのではないだろうか。 
 
２．「許認可事業における事業譲渡を活用するにあたって私的整理活用時に 
難易度の高さが存在する。」 
 
都道府県知事による許認可制を採用している医療事業を再建するにあたり、通常株式会社
にて活用されている事業譲渡を行う事に対して難易度の高さが存在する。背景には行政に
よるバックアップ・当該地域での病床充足率・新規病床申込みの状況・当該病院の資金調
達状況(具体的には補助金の取得状況や独)社会福祉医療機構における借入条件等により補
助金を全額返済するリスク)に左右される。経営のプロではない病院の理事長と病院におけ
るファイナンス経験が尐ない地域金融機関(専門チームの存在は尐ない)において行政の許
認可担当との交渉を早期の再生段階で、法的な拘束力なく成立させるのは困難であろうと
推定する。 
株式会社 企業再生支援機構のケースにおいては経験豊富な再生のプロフェッショナル
が、ある種法の強制力を効かせた上での交渉を行っている為、私的整理において事業譲渡
を活用している。しかし医療法人 D の民事再生を活用したケースにおいて、新規設備投資
の失敗が原因で資金繰りに瀕している病院においては、早期に当該施設を保有する事にメ
リットがあるスポンサーへの譲渡が通常の株式会社の再生局面においては王道の再生への
道である。しかし当該ケースは私的整理ではなく、法的整理による事業譲渡を選択してい
る事実が存在する。現在の行政による許認可制による医療への競争排除の論理が、私的整
理における再生局面においては再生手段を限定的にさせていると推測される。 
上記２点を踏まえ最後に現況の倒産法制への筆者の意見を述べさせていただきたい。 
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第３節 倒産法制への意見とさいごに 
 
医療機能継続とスムーズな医療法人の再生取組を活性化させるにあたり下記２点につい
て述べたい。 
 
１．早期に自発的な事業再生を可能とする私的整理に対する環境整備が必要。 
 
医療法人においては、診療報酬等の不正請求等の不法行為を行う事により許認可が取り
消しを受けるなどの重大な事象が起こる以外、現状の法制度において最終地点が従前の経
営者による経営を前提とした民事再生法の活用となっている。また現状データを見る限り
病院の民事再生計画が裁判所により否決される可能性自体も低い為、民事再生法も病院経
営者への牽制効果は低い。加えて機関設計上株主も存在しておらず経営者側への牽制機能
が極めて低い。このような状況を踏まえた上で、病院の安定的な事業継続性を考える為に
は、さらなる私的整理への環境整備が必要ではないであろうか。法的整理に至る以前の早
いタイミングで、医療法人側が自主的に再生への舵を切る為のインセンティブを供与する
必要があると考える。具体的には下記への対応が検討できるであろう。 
 自主的に事業譲渡等事業再編行為を行う際の行政許可の柔軟性確保。 
 独立行政法人 福祉医療機構・その他補助金返還等に関する柔軟性確保。 
 私的整理ガイドラインを活用しない私的整理における債権カット時の債務免除益を中
心とした税制面への安全性の確保。 
 私的整理時における金融機関への経営者責任追及を規制。 
 
 
２．永続性ある中立的裁判外再生手続き事業再生 ADR 制度の病院再生への有効活用 
 
本件事例にも取り上げたが、近年株式会社企業再生支援機構において病院再生取組実績
が数多く上がってきている。過去RCC取組・私的整理ガイドラインの整備等がなされたが、
病院に対して短期間の内にこれほど実績を上げることは尐なかった。しかし当該取組にお
いては今後病院における倒産法制をより充実させる為の示唆が含まれていると考えている。
筆者としては下記２点に注目している。 
１点目は「私的整理においてニューマネーを提供可能とした仕組みづくり」。２点目は「機
構とメインバンクの再生への協調姿勢」である。 
１点目は、従来法的整理においては厳正に裁判所において債権債務が確定され、監督委
員の同意により優先弁済権をもつ DIP ファイナンスが実行されることとなる。従って法的
な根拠により周知された公正な手続きにおいてファイナンス付けを行う事になる。 
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一方、私的整理は法的な後ろ盾を持たないという意味での不確定性がある。私的整理に
おける融資は一般的に、現状国税当局の取扱いも案件毎に判断され、債権放棄に対する無
税償却処理できないリスクを保有したままの担保付融資の領域を出ない。また私的整理ガ
イドラインに準じた私的整理においては優先弁済権を付与した DIP ファイナンスは可能で
はあるが、現在、病院（医業法人）の再生取組において活発に活用されている事例は筆者
の知るところ尐ない。 
つまり現在「法的整理の制度上の信用」と「病院という再生債務者の信用」のみでは円
滑な再生時のニューマネーを供給できていない状況において、「第三者（機構）の信用（保
証）」を供与することにより再生債務者への資金供給をおこなっている点が当該取組におい
て注目に値すると考えている。 
つぎに２点目の「メインバンクとの協調姿勢」について記載したい。機構は私的整理に
おける中立的な第三者としての機能を謳ってはいるが、債務保証・人員派遣・ニューマネ
ーの供与等すべてにおいて債権者であるメインバンクと並列するポジションに位置し、メ
インバンクと協調する形でリスクを負っている点が、金融機関側の信頼を得ているのであ
ろう。過去の病院の私的整理における案件はメインバンクの不良債権として売却された病
院債権をサービサー会社・外国系の投資銀行等がディスカウント価格で購入する形で保有
し、その後業績をモニタリングしてゆく中で他銀行団からのリファイナンスにより正常先
として認識される取組が大半であった。このような取組は債務者であるメインバンクと債
権購入者の利益が相反する形となり、メインバンク側の信用を得ることは難しい。一方、
メインバンクである地域金融機関が地元医療を支える病院の支援先として、利害を共有す
るポジションを維持している機構のような取組に対しては、銀行内の利害調整は得やすい
と考えられる。 
 上記の２点において、事業再生 ADR は機構（時限立法）と同様の機能を永続的に提供す
る事が可能である仕組みである。事業再生 ADR は 2007 年 4 月 1 日に施行された「裁判外
紛争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づいて運用されている。ADR 事業は経済産
業省から認証紛争解決事業者として認証を受けた ADR 機関が中立公平な第三者として審
査・手続きを行う事ができ、法的に制度化された私的整理の一種に位置する制度である。 
2009 年 9 月に同制度による第一号案件の手続きが始まっているが、筆者の知る限り病院
事例において同法を活用した事例はまだ報告されていない。ADR 機関は機構と同様に直接
資金供給する機能を保有してはいないが、独立行政法人中小企業基盤整備機構等による保
証を利用する事によるプレ DIP ファイナンスが整備されていることや法的整理同様に節税
メリットを享受できる事、法的に制度化されている手続きである等、筆者が考える機構と
同様の機能を提供できる可能性を持つ制度であると考えられる。ADR 機関における病院再
生ノウハウが蓄積されれば、永続的な私的整理の仕組みとして活用可能であろう。 
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さいごに 
 
筆者は病院を中心としたヘルスケア業界のファイナンスビジネスにおいて社会人人生の
半分以上を費やしてきた。本件論文は業務を行う中で感じたことを論文として記録に残し、
今後の業界発展に尐しでも貢献させていただきたいとの思いで執筆させていただいた。 
筆者が医療法人への与信業務を行う中で苦心した点は「病院の医療サービスの実力・法
人の病院としての信用力を金融機関内でどのように説明すれば正当に伝えられるか」とい
う点である。当然、病院においても財務諸表をベースに与信判断を行う事となるが、制度
上株式会社と比較して外部借入金の依存割合が極めて高い。病院機能の定性的な部分・当
該地域における医療機能の役割を評価せずに病院の与信判断を行う事は不可能であるとの
信念のもと業務を行ってきた。 
病院に対するこのような意見を述べると「医療法上医療法人は公益法人であり、株式会
社の営利目的とした経営と異なる。」という考え方がある。この意見は病院の経営を無視し
た無責任な意見であると筆者は感じている。病院の経営者は、よりよい医療サービスを追
求するとともに、日頃の資金繰りに苦心し、尐しでも法人の対外信用力を向上させ低コス
トでの資金調達を行う為の日々努力を行っている。また診療報酬の改定により、収入が減
尐する事が見込まれると新たな施策でどのように収入を増加させるべきかと模索している。
当然金融機関においても一般の株式会社と同様の基準で各決算書類・事業計画等を厳しく
判断する。 
 このような医療法人と金融機関のやりとりを長年にわたり経験している中で、筆者は本
来医療法人を守るべき医療法が病院の経営を苦しめているような感覚を覚えた。外部株主
の牽制から守る為、借入による資金調達を前提とした医療法人の制度設計は、医療法人に
多額の借入を背負わせる結果となる。また世界で最もすぐれているといわれる国民皆保険
に基づいた病院の保険診療収入は、法人の実力の範囲外のところで医業収入に対するボラ
ティリティを発生させる。競争を排除させる為の許認可制が病院の経営の変化を妨げる。
そのような非効率が病院経営の現場にて起こっているのではないかと感じるようになった。 
 未熟な経験しか持ち合わせていない筆者は、どのような制度が病院の経営の健全化につ
ながるのかの全体像を描くには実力不足であるが、病院倒産の現場で起こっている事実を
伝えることにより今後も産業発展に貢献してゆきたいと考えている。 
 
 
最後に本件論文を執筆するにあたり多大なるご協力・助言をいただいた主査の早稲田大
学 岩村充教授・副査の翁百合客員教授・副査の樋原信彦准教授の 3 名ならびに病院にお
ける破産・民事再生における申立代理人・監督委員の多数の弁護士の先生方に御礼を申し
上げさせていただきたい。 
以上 
74 
 
参考文献 
 
・岩村充（2009）『企業金融講義』東洋経済新報社 
・株式会社整理回収機構（2002）『RCC における企業再生』 
・竹内康二（2011）『倒産実体法の契約処理』商事法務 
・きんざい（2002）『会社更生企業その後』 
・丸山宏（2007）『企業再生の計量分析』東洋経済新報社 
・上野久徳（1996）『会社更生計画の理論と実務』同文館 
・社）金融財政事情研究科（2005）『企業再生事例選』 
・手嶋宣之（2004）『経営者のオーナーシップとコーポレートガバナンス』 
・企業再生実務研究会（2004）『企業再生の実務』 
・ケースブック企業再生（2010）『ケースブック 企業再生』 
・霧島・前田・田村・青山（1967）『企業更生計画の分析（一～十）』ジュリスト 
・マーク・ライザー(1993)『日本における経営破綻処理のメカニズム』 
大蔵省財政金融研究所フィナンシャル・レビュー 
・伊東・須藤(2010)『新倒産法制 10 年を検証する』社)金融支援財政事業研究会 
・山本克也『個票データを用いた病院倒産分析に関する予備的考察』 
 厚生労働省科学研究費補助金政策科学推進事業論文 
・経済法令研究会（2004）『病院計の再生と実務』 
・社）金融財政事情研究科（2003）『DIP ファイナンスの実務』 
・五十嵐 邦彦（2007）『道標：医療法人制度法令・告示・通知集』 
・あさひ・狛法律事務所（2005）『病院再生』日経メデイカル開発 
・牛越博文（2009）『医療経済学入門』岩波書店 
・長隆（2000）『病院再建と民事再生法』中央経済社 
・東日本税理士法人（2005）『医療法人の役員報酬と税務』中央経済社 
・日本政策投資銀行医療・生活室(2011)『医療経営データ集』日本医療企画 
・株式会社企業再生支援機構（2010）『第一回病院再生セミナー資料』 
・私的整理に関するガイドライン研究科(2001)『私的整理に関するガイドライン』 
・弁護士住田昌弘（2011）『事業再生 ADR の実務』社）金融財政事情研究会 
・厚生労働省医政局委託(委託先 株式会社日本経済研究所)平成 21 年度病院経営管理指標 
・帝国データバンク『全国企業倒産集計』 
・その他関連新聞記事、ホームページ 
